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〔表紙〕　国宝旧開智学校校舎

　旧開智学校校舎は、明治 9年（1876 年）4月に完成し、90
年近く小学校として使用された校舎です。松本市の大工棟梁
だった立石清重設計施工し、擬洋風の校舎は当時の東京開成
学校や国立第一銀行等の特徴をよく取り込んでいるとのこ
とです。昭和 36 年（1961 年）3月に重要文化財に指定され、
38 年に現在地に移築、新築当時の形に近づけて復元されま
した。令和元年、近代学校建築としては初めて国宝に指定さ
れました。（写真は松本市教育委員会から会報掲載用特別許
可決定を得て掲載）
� （写真撮影：松本市教育委員会）

行政書士倫理綱領
行政書士は、国民と行政とのきずなとして、国民の生活向上と

社会の繁栄進歩に貢献することを使命とする。
１　行政書士は、使命に徹し、名誉を守り、国民の信頼に応える。
２　行政書士は、国民の権利を擁護するとともに義務の履行に寄

与する。
３　行政書士は、法令会則を守り、業務に精通し、公正誠実に職

務を行う。
４　行政書士は、人格を磨き、良識と教養の陶冶を心がける。
５　行政書士は、相互の融和をはかり、信義に反してはならない。
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新春を迎えて

� 長野県知事　阿　部　守　一

新年明けましておめでとうございます。謹んで新春のお慶びを申し上げます。県民の皆様に
は、旧年中、県政の推進に対して格別の御支援、御協力を賜り、誠にありがとうございます。
県内に甚大な被害をもたらした台風第 19 号災害から 2か月半が経ちました。お亡くなりに
なられた方々に改めて哀悼の意を表しますとともに、被災された皆様に心より御見舞いを申し
上げます。被災された皆様の思いに寄り添い、希望と安心を一日も早く取り戻していただける
よう、“ONE　NAGANO” の合言葉の下、多くの皆様と力を合わせ、最善最速で復旧・復興
を進めてまいります。

今年の県政運営に当たっては、次の 3つの視点を踏まえて取り組む考えです。
まずは、今回の災害も踏まえ、命の尊さに改めて思いを致し、『命を守る県づくり』を推進
します。
被災した道路・河川や各種施設の本格復旧については、「より良い復興」、すなわち災害に対
してより強靭な地域をつくるという視点も持ちながら取り組みます。また、防災・減災、国土
強靱化のための 3か年緊急対策等による重要インフラ整備や、「災害時住民支え合いマップ」
の策定支援、浸水想定区域図の作成などのソフト対策により、災害に強い県土づくりを進めま
す。
我が国はもとより世界で頻発する豪雨災害等の大きな要因は気候変動と言われています。昨
年 12 月に、2050 年に二酸化炭素排出量を実質ゼロとすることを目指して「気候非常事態宣言」
を行いました。将来世代の命を守るため、国際社会と歩調を合わせ、再生可能エネルギーの普
及拡大や省エネルギーの推進、「信州花フェスタ 2019」の成果を継承した都市緑化の推進など
に徹底して取り組んでまいります。
この他、持続可能な地域医療提供体制の構築、高齢ドライバーの交通事故対策、未成年者等
の自殺対策などにも力を入れてまいります。

二つ目に、本県に暮らす若い世代が、個性を活かし、希望を持って暮らすことができるよう
『将来世代を応援する県づくり』を推進します。
幼稚園・保育所から高校まで各段階での学びの質を高める「学びの改革」、県立学校におけ
る ICT環境の整備、高校生の海外留学支援などを積極的に進めます。また、貧困等困難を抱
える子どもやその家庭への支援が重要であることから、安心できる居場所づくりや学習機会の
確保、社会的自立の支援などにも取り組みます。
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障がいの有無にかかわらずお互いを理解し尊重する「共生社会」や、外国人を地域の一員と
して温かく迎え入れる「多文化共生社会」を目指した取組を推進し、SDGs が掲げる「誰一人
取り残さない」社会の実現を図ってまいります。

最後に、長野県の活力を高めるため、『時代の変化にも即応した産業政策・地域政策』に注
力します。
農林業や商工業の台風第 19 号災害からの復旧・復興については、国や市町村と連携して引
き続き最大限の支援を行います。その上で、産業・地域の振興に先端技術を活かすため、産学
官の力を結集し、多様な IT人材の育成・誘致、革新的な ITビジネスの創出・誘発など、「信
州 ITバレー構想」の具体化を進めます。また、スマート農林業の普及促進や、市町村とのデ
ジタルインフラ共同化に向けた研究などによる自治体のスマート化にも取り組んでまいりま
す。

この夏には、いよいよ東京オリンピック・パラリンピックが開催されます。新たに完成する
県立武道館での海外チームの事前合宿の誘致、県内各地を巡る聖火リレー開催のほか、大会を
契機とした海外からの一層の誘客促進等を通じ、国際交流の推進や観光の振興、ブランド力の
向上などに努めてまいります。
今年は、私にとりまして知事就任 10 年という大きな節目の年となります。県民の皆様から
これまでに賜りました温かな御支援、御協力に、改めて心より感謝を申し上げます。今後とも
初心を忘れず、県民の皆様の確かな暮らし実現のため、全力を尽くしてまいります。
結びに、今年一年の長野県行政書士会会員の皆様の御健康と御多幸をお祈り申し上げ、新年
の御挨拶といたします。
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新年のご挨拶

� 会　長　山　本　準　一

あけましておめでとうございます。輝かしい令和 2年が幕開けとなり、会員各位におかれま
しては益々ご隆盛のこととお慶び申し上げます。

昨年 10 月に関東・東北地方に広域な範囲で甚大な被害をもたらした台風第 19 号により、被
災されお亡くなりになられた方々に心より哀悼の意を表しますとともに、被害に遭われました
皆さま、未だに避難生活を余儀なくされておられる皆さまに心よりお見舞いを申し上げます。
この台風により長野県においては長野市穂保の千曲川の堤防が 70 メートルにわたって決壊し、
他に千曲川流域の市町村で越水や氾濫、土砂災害等で 9200 棟を超える建物が、全壊、大規模
半壊、半壊、床上・床下浸水等の被害に遭い、自動車等の水没も数多く発生しました。また、
自宅や事務所が被災された会員も数名おられたとの報告も受けました。
本会では 10 月 15 日に災害対策本部を立ち上げ、情報収集と具体的支援について対応方法を
検討いたしました。翌 16 日からは本会に「フリーダイヤルによる無料電話相談」を開設し、
千曲市役所に「罹災証明書交付申請相談」のために会員ボランティアを派遣し、23 日からは
佐久市役所において「罹災証明書申請受付支援」を実施しました。また、平成 28 年に長野県
と他士業会と共に「八士業による災害時における相談業務に関する協定」を締結させて戴きま
したが、この協定に基づきまして、12 月 12 日には八士業合同の「ワンストップ無料相談会」
を佐久市役所で実施いたしました。本会としては行政書士の使命である国民と行政のきずなと
して国民の生活向上と社会の繁栄進歩に貢献するべく、今後も災害支援活動は継続して取り組
んでいく予定でおります。
昨年は 30 年間続いた平成の時代から新しい令和へと時代は変遷し、行政書士法の一部改正
も実現しました。本年も引き続き官庁、企業・団体等からの業務受託を積極的に推進する活動
を行う方針です。今まで以上に行政機関、民間企業、各種団体と交流連携をはかり、行政書士
制度の理解と「行政書士」の利活用を呼びかけ、行政がまた民間企業が行政書士に依頼して本
当に良かったと言ってもらえるために、また、付加価値の高い業務を遂行できるように、組織
として弛みない活動をしてまいる所存です。あわせて行政窓口へは非行政書士の排除の運動
も、継続して行ってまいりますのでよろしくお願いいたします。
最後に、会員の皆さまの本年益々のご発展とご健勝を心よりご祈念申しあげまして、私から
のご挨拶といたします。
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各部長あいさつ

健全な会運営を
目指して

総務部長　宮下　幸吉

　　　　

明けまして、おめでとうございます。令和
最初の新年を迎えるにあたり、平素の当会の
運営に格別なるご理解とご支援を賜りまし
て、御礼を申し上げると共に、会員の皆さま
方の益々のご健勝とご繁栄をお祈り申し上げ
ます。
昨年を振り返って見ますと、先ず、トップ
ドキュメントとして挙げられるのが、当会エ
リア内の千曲川流域で甚大な水害をもたらし
た、10 月 13 日発生の台風 19 号災害ではな
いでしょうか。被災された会員さんは元よ
り、被災地の方々に過年では御座いますが、
改めてお見舞い申し上げます。被災地では、
あまりの被害の爪痕が深く、未だ、再建の目
処すら立たず、先の見えない状況下に有り、
一日も早い復興再建を願って居ります。
さて、総務部の活動報告で御座いますが、
前述致しました、台風 19 号による災害発生
時、山本会長を本部長に、「災害対策本部」
を設置し、長野県危機管理部を初め、県企画
振興部市町村課、長野市危機管理課、長野運
輸支局に対策本部設置、フリーダイヤルによ
る被災者からの無料電話相談窓口開設のご案
内を、いち早く実施し、各支部にも相談支援
体制の協力を要請しました。
又、ブランディング事業の一環として、役
員の名刺に、顔写真、当会のシンボルユル
キャラで有りますユキマサくんイラスト入り
名刺を作成致しました。

今後の課題と致しましては、本来の総務部
の役割で有ります、会員の倫理に関する指導
連絡及び、発生させてはならない苦情案件に
ついて、何らかの施策を考えて行かねばと
思って居ります。ちなみに、昨年は、綱紀案
件として提議され、会則違反による処分案件
は、残念ながら、2件も出してしまいました。
苦情案件は、行政書士会全体に係わる、信頼
性を損なう問題で有り、会員自ら、自重せね
ばなりません。又、年会費滞納案件等につき
ましても、未だに解決されず、納入期日を過
ぎた会員に対しては滞納元金のみの請求では
なく、遅延期間に応じた加算金を付加するな
ど、一部の心ない会員の為に、他の会員に負
担の生じる事の無きよう納入期限の厳守、綱
紀粛正に努め、健全な会運営を進めて参りた
いと考えて居ります。会員の皆さま方のご協
力を宜しくお願い致します。

農林建設部活動報告

農林建設部長　赤羽　公彦

謹んで新年のご挨拶を申し上げます。
昨年、農林建設部長を拝命した折、即刻そ
の場で農林建設部会を開催致しました。農林
建設部会担当の副会長　清水博氏、副部長　
奈良木利邦氏、上島聡氏、藤森啓志氏、そし
て私とで農林建設部会の在り方につき諸々の
意見が出されました。そこでは、上島部員の
方から農林建設の「林」についての業務の可
能性について、素直かつ新鮮な意見が出され
ました。この意見を貴重な進言として捉え、



─ 7─

上伊那森林組合へ出向き森林に関して行政書
士の業務することの可能性について御質問さ
せて戴きました。組合の担当者の答は行政書
士業務としての可能性につき否定せず、この
言を受け、より詳細な話は、地域振興局林務
課に行くことを勧められました。
そこで、林務係課長補佐と一時間半程話を
してみたところ可能性は否定しないが尚本庁
林務課に問い合わせをしてみるとのことで、
当日午後五時過ぎに早速御連絡を戴きまし
た。行政書士業務の可能性についての御示唆
を戴きました。
私が全国青色申告連合会全国大会の一員と
して、十一月二十日に後藤茂之衆議院議員の
所へ小規模事業者に対する種々の改正、改善
について陳情する際、森林環境譲与税の話が
出て参りました。本年国会を通り立法化され
具体的に動き出しますとの話でありました。
長野県ですでに実施されている県民税五百
円と合わせて一千五百円になるとのことであ
りました。
後藤氏の話によれば県税は道路に面した森
林の間伐、伐採であり、今回の譲与税は、そ
の少し奥の森林整備事業に使われるとの話で
ありました。
御承知のとおり国土の四分の三の山林原野
を有する森林国日本として森林整備は喫緊の
課題であることは否めない事実であると。し
かし人手不足は、国も県も市町村もみな同様
に難しい状況にあると。とすると我々行政書
士として、出来うる枠組について具体的に県
及び市町村と話し合いをしていくべきことは
重要かと考えます。
又、県議会開会中の御忙しい折に本庁の井
出英治林務部長に「林業に関しての今後につ
いて」話し合いの場を作って戴き農林建設部
会全員で林業の行政書士業務の可能性につい
ても御話を聞くことが出来ました。

又、農業に関しては上田地域振興局長に御
目にかかり長野県行政書士会への講師派遣、
御教示、ご協力を要請、そして農政課長から
は農業委員会の役割そのものは農業活性化に
あるので、そこは忘れてはならないとの強い
御示唆戴きました。農転についての非行政書
士の行政書士業務に対しては、しっかりと密
に対応して頂く必要がある旨お伝えしまし
た。行政書士会として次年度に向けては尚一
層の動きを求められる。
又、和田英幸広報監察部長のご尽力により
県本庁より非行政書士の行政書士業務の入り
込みに対する規制チラシ配布が決まり、77
市町村全てに配布されることとなり、加えて
農業委員会にそのチラシを持って行政書士か
否かの確認を求めるようお願いしました。こ
れは農業委員会のみならず建設業許可につい
てもその実行の必要性を感じる。こうした具
体的動きは重要な事であると思う。
建設業に関しては、建築業法改正がもう少
し時間がかかるとのことでその推移を見守っ
てゆくことになる。
なお、日行連と関地協との連絡会で建設部
会に参加させていただいた際、行政書士業務
拡大内容充実の為のキャリアアップ制度の活
用の話があり、これは行政書士業務のいくつ
かの分野に有効に活用してゆくべきかと考え
る。

OSS申請実施に
向けて取り組む課題

運輸交通部長　大槻　四郎

新年明けましておめでとうございます。
平成 31 年度（令和元年度）の運輸交通部
の課題は、昨年の行政書士政治連盟のロビー
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活動が功を奏し長野県予算案に OSS（自動
車保有関係手続のワンストップサービス）事
業関連の予算が計上されたことを受け、引き
続き受託した丁種封印権の再々委託の実施と
OSS の長野県における実施に向けて各関係
機関と連携して対応・対策を講じることでし
た。
丁種封印権の拡張につきましては、拡張申
請の必要はなく再々委託が可能になったこと
を受け、丁種出張封印の稼働率が思った以上
に増加してきています。
封印権の拡大は、自動車の中間登録は行政
書士だけが業として代理申請を行える訳です
が、これこそが行政書士がOSS の推進役に
なる理由であり、行政書士の地位確立と業務
拡大への布石になると期待しています。
長野県における OSS は令和 2 年 1 月 6 日
より稼働となる予定で推移しております。先
日開催された関東地区単位会協議会（以下、
関地協という。）で運輸交通に関する分科会
が開催されましたが、長野県のOSS 開始に
よりすべての単位会でOSS が実施されるこ
とになり、各単位会の到達段階、今後の対応
について意見交換がなされました。長野県、
新潟県、山梨県他関東 8単位会の今後の取り
組む分野としては、1 位が「自動車登録
OSS」2 位が「封印取付」及び「運送事業関
係の許認可」、3位が「車庫証明」という順
番でした。本会におきましては「自動車登録
OSS」と「車庫証明」はともに重点課題とし
て取り組み、合わせて「丁種出張封印」も関
連して取り組んでいます。他の単位会におい
て「車庫証明」に対する取り組み順位が低い
のには訳があります。OSS 開始に伴い車庫
証明の受任件数が急落した単位会が殆どであ
り、栃木会のように従前とあまり変わらない
内容で推移している単位会は大変珍しいこと
です。栃木会では、毎年 2回自動車関連団体

と情報交換会を実施しており、自動車関連団
体と良好な関係を築いてきているそうです。
本会におきましても、昨年第 1回「自販連
との意見交換会」を実施したことに引き続
き、本年度も 12 月 9 日に第 2 回「自販連と
の意見交換会」を行い、OSS 開始に向けて
着実に OSS の稼働率を上げていくために、
自販連様より「車庫証明は購入者本人又は行
政書士に依頼して作成するよう各販社に依頼
している。」旨のお話がありました。本会に
おきましては、今後も自動車関連団体と意見
交換の場を作りながら協力関係を築いていき
たいと考えています。会員におかれまして
は、関係販社・ディーラー様との協力関係を
強化してOSS・車庫証明の受任増に励んで
いただきたいと思います。
最後になりましたが、今年 1年が会員の皆
様にとって飛躍の年となりますようご祈念申
し上げます。

国際業務の未来

国際部長　春日　博幸

新年あけましておめでとうございます。令
和 2年の幕開けにあたり、今後の国際業務に
関する私見を述べさせていただきたいと思い
ます。
平成元年 6月の入管法改正により「申請取
次行政書士」制度が創設され、当初は法務大
臣が適当であると認められた者が申請取次行
政書士として、在留資格変更、在留期間更
新、永住許可、再入国許可の各申請について
のみ取次を認められるようになりました。窓
口の混雑緩和が目的の一つでしたが、制度発
足後約 30 年経った今現在では、日本に在留
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する外国人数も激増し、平成 20 年～平成 30
年の 10 年間の外国人数の推移を見ると約
27％もの外国人が増えています。それに伴
い、単に出入国在留管理局への申請取次と言
われる業務だけではなく、国際結婚、離婚、
相続など渉外業務やコンサルティング業務を
行っている先生方が増えてきていらっしゃい
ます。
昨年 4月には新たな在留資格「特定技能」
が創設され、非専門的業務へ門戸を開いたと
して世間の耳目を集めました。そして、技能
実習生として卒業し帰国している入国者（あ
るいは留学等からの資格変更者）が増えると
予想されたものの、昨年の 11 月末時点で
1019 人にとどまっています。ちなみに政府
が初年度に想定した人数は 4万人でした。こ
の実態を受けて、政府は、技能試験の受験機
会を増やす。仲介する制度を拡充する。など
の対策を打ち出しました。また、外国人に
とってマイナス要因とも言える日本在留 5年
間のみ、家族は帯同できないという点を見直
して欲しいと働きかけている方々もいらっ
しゃるとお聞きしています。現場にいる我々
が感じる伸び悩みの大きな要因は、受け入れ
る企業にメリットが少ないということです。
具体的な事柄をここで挙げるのは控えます
が、そこまでして採用したいと思うほど、経
済状況を楽観視している企業が少ないのだと
思います。昨年は、大企業の早期退職募集の
ニュースが目立ちました。
この様な現状ですが、今後も外国人は益々
増えていくものと予想しています。少子高齢
化が進む我が国の若年労働力は外国人に頼ら
ないわけにはいきません。入管行政も変化し
てきています。昨年の 7月から永住許可申請
の添付書類が増えました。今までは地方税の
納税状況しかチェックされていませんでした
が、今は国税や年金の納付状況もチェックさ

れています。日本人と同じ義務をきちんと果
たしている外国人にのみ永住者としての許可
を与えるということですが、いかに外国人が
日本人とともに共生していくかという点に重
点を置かれ始めた変化の一つとして捉えてい
ます。今までの「どういう外国人労働者を入
国させるか」に加えて「いかに日本社会で共
生していくか」という点についても取り組み
始めたと感じています。権利の平等だけでは
なく義務も平等でなければ差別や犯罪の増加
に繋がりかねません。
今後、外国人共生社会が進む中で渉外法律
問題は益々複雑化していくことでしょう。
我々行政書士が果たす役割は非常に大きいと
言えます。今年一年、新たな気持ちで部活動
に取り組みたいと思います。何とぞ会員の皆
さまのご協力ご鞭撻を賜りますようお願い申
し上げます。文末になりましたが、昨年のよ
うな大きな災害が起きないことを願い、合わ
せて皆さまにとってより良き一年になること
を御祈念申し上げます。

環境生安部の課題に
ついて

環境生安部長　清水　博

新年あけましておめでとうございます。
会員の皆様には、当部の活動につきまし
て、ご理解とご協力を賜り誠にありがとうご
ざいます。
当部は、主に長野県資源循環推進課・各地
の地域振興局に提出する環境関係許認可業
務、県警生活安全課に提出する生活安全関係
許認可業務、保健所、その他関連協会提出許
認可業務を扱っております。
今年度の重点取り組みとしてあげておりま
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した、廃棄物所轄官庁、同関係協会との協
議、情報交換を行い、行政書士業務のより一
層の理解と協力を得るため、県庁資源循環推
進課（9月、12 月）及び長野県資源循環協会
を訪問し、双方からの要望等を協議しまし
た。
また、廃棄物所轄官庁は、専門知識を有す
る職員を配置し、専門性の強化や一層の適正
化、効率化を図るため、廃棄物関係許認可の
みの窓口業務（申請書類の受理等）を現在の
10 地域振興局から 4基幹局にするという業
務集約化を来年度から実施する動きもあるよ
うです。業務集約化の具体的なことは、2月
初旬に公表される模様です。
公表されましたら、所轄官庁、会員の研修
方法等の対応を検討する予定でおります。
現在、当部の課題として、取り扱っている
業務の内、特に廃棄物の処分業・処理施設の
許認可関係は専門性が高くなってきており、
取り扱っている会員も限定されてきておりま
す。また、所轄官庁のその審査も厳しくなっ
ており、県内各地にこれに対応できる会員を
増やすためには、どうすればいいのかが課題
となっております。
本会の専門部は、内に向かっては会員の資
質の向上のための時宜を得た情報提供・研修
会等の実施、外に向かっては特に担当官庁と
の折衝、協議を通じてパイプの強化がその任
務と思っております。
行政書士の専管業務の許認可申請は、ます
ます専門性の高い業務となってきており、管
轄する官庁からも専門的能力を期待されてお
りますので、専門家の養成・育成を目指して
努力してまいりたいと思います。
会員の皆様のご健康と新しい年が明るく希
望に満ちた年となりますようお祈り申し上げ
ます。

新年あけましておめでとうございます。
会員の皆様、関係機関の皆様には日頃より
研修部の活動にご理解とご協力を賜り誠にあ
りがとうございます。
研修部では本年度、ブラッシュアップ研修
会、特定行政書士法定研修・考査の支援業
務、家族信託研修会（法務部と共催）、新規
登録者必須研修会を行ってまいりました。
1　ブラッシュアップ研修会
この研修会は昨年度から、登録後 3年以上
の会員を主な対象として開催しております。
2年目となる本年度は 10 月 24、25 日に行い
ました。
専門業務やコンプライアンスの研修のほ
か、本年度は業務展開・営業の分野に特に力
を入れました。そのため、3名の副会長（赤
羽康志先生、清水博先生、松島茂行先生）に
講師をお願いして、パネルディスカッション
「副会長が語る　これからの行政書士」を実
施しました。通常の研修等では、成功されて
いる先輩方から直接、業務展開の核心・極意
を教えていただける機会はなかなかありませ
ん。今回は松島副会長にコーディネーターを
お務めいただき、3名の副会長には惜しみな
くノウハウをご教示いただきました。懇親会
も盛大に行われ、内容の濃い研修となりまし
た。この研修会が来年度開催された場合は、
ぜひ多くの会員の皆様にご参加いただきたい
と思います。
2　特定行政書士法定研修・考査の支援業務
特定行政書士の法定研修・考査は日行連の
主催事業です。研修部では、本会会館におい

研修部の活動報告

研修部長　岡田　忠興
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て全 4回の DVD研修、考査実施の支援を行
いました。また、法定研修終了後、考査前に
「特定行政書士研修考査対策セミナー」を独
自に 6時間開催しました。法定研修では要件
事実・民事事実認定論を聴講しますが、この
分野は初めて学ぶ受講者がほとんどであり、
DVD研修だけでは消化不良のまま終ってし
まいます。そのため、セミナーでは解説及び
問題演習を行い、行政法に加えてこの分野の
理解も深めていただきました。法定研修・考
査を受けた 4名は全員、考査に合格されまし
た（合格率 100％）。
3　家族信託研修会
11 月 13 日に松本で家族信託研修会を開催
しました（法務部との共催）。近年、生前対
策として遺言書作成、成年後見のほかに家族
信託のスキームを活用する例が全国で増えて
きました。家族信託の実務に精通した木村和
彦先生（法務部員）に講師をお願いして、家
族信託の仕組みから営業方法までを解説して
いただきました。会員の皆様の関心が高く、
研修会には約 60 名が参加されました。
4　新規登録者必須研修会
1 月 23、24 日に松本で開催しました。今
年度の特徴は、講師 6名はすべて研修部員及
び松島担当副会長だったことです。ウイング
の広い行政書士業務を「オール研修部」でカ
バーしてしまうというのは、すごいことで
す。講師の先生方を私自身もリスペクトして
おり、研修会では大いに勉強させていただき
ました。専門業務の基礎研修のほか、事務所
経営研修、ワークショップ「明日の行政書士
を考える」、そして懇親会もありました。同
期の絆を深められた皆様の今後の活躍に期待
したいと思います。
5　おわりに
新規登録者必須研修会、ブラッシュアップ
研修会ともに、各専門業務を網羅的に学べる

貴重な機会です。いずれも 2日間の研修です
ので、1日目の夜は、日頃お話しできない先
生方とも懇親を深めることができます。これ
らの研修会に多くの皆様がご参加いただける
よう、今後もブラッシュアップしてまいりま
す。また、「街の法律家」を育てていく視点
で研修を充実させ、会員の皆様の業務向上に
役立つよう努めてまいります。
最後になりましたが、皆様にとりまして実
り多き 1年となりますようご祈念申し上げま
す。本年もどうぞよろしくお願いいたしま
す。

法務部の活動について

法務部長　栁澤　誠

新年明けましておめでとうございます。会
員の皆様におかれましては、穏やかな新年を
お迎えのこととお慶び申し上げます。今年度
法務部長を務めさせていただいております上
田支部の栁澤でございます。
今年は昨年に引き続き、改正民法の施行が
予定されております。相続分野においては、
4月に配偶者居住権の新設他、7月に遺言書
保管法の施行、債権法分野においては、4月
に契約、約款、補償、時効、利率他大幅な見
直しが図られます。内容についてご確認をい
ただき、遺漏無くご対応をいただければと思
います。この他、法務部担当分野では、著作
権分野、特定行政書士資格の活用において、
取り組みが必要となっております。12 月に
著作権相談員養成研修を開催しましたが、継
続して情報交換を行う機会を設けて会員の皆
様に実務に取り組んでいただけるよう環境整
備を行なっていきたいと思います。また、特
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定行政書士については、どのような形での活
用ができるのか 2月に特定行政書士の皆様に
向けてブラッシュアップ研修を実施を予定し
ておりますので、ぜひご参加いただければと
思います。
話は変わりますが、昨年 12 月にかねてよ
りの悲願でありました行政書士法の改正がな
され、その目的として「国民の利便に資し、
もって権利利益の実現に資する」ことが定め
られました。法務部では、今般の民法改正に
伴う相続法、債権法分野において国民の権利
利益の実現に資するとの見地から、引き続き
各金融機関等との提携交渉、セミナー開催提
案等を進め、対外関係強化をはかって参りま
す。また、この法改正により行政書士の社会
貢献活動の必要性がこれまで以上に増すこと
になろうかと思います。行政書士会の社会的
使命としての社会貢献活動全体の在り方とと
もに、成年後見分野において昨年 9月に日行
連と（一社）コスモス成年後見サポートセン
ターとの協定が締結されたことから、本会会
員が所属する同センター長野県支部との協定
について検討を進めて参ります。
最後になりましたが、今年一年が会員の皆
様にとりまして素晴らしい一年となります
様、お祈り申し上げます。

広報監察部の活動報告

広報監察部長　和田英幸

令和元年台風 19 号の災害で被災されまし
た会員並びに県民の皆様方に心からお見舞い
申し上げます。
さて、令和元年度の広報監察部の活動は以
下のとおりですのでご報告いたします。

1　広報月間（ポスター配布、新聞広告）

2　販促グッズ（ポケットティッシュ製作）

3　監察活動（農業委員会への要望活動）

4　大人の文化祭参加（法務部連携）
5　テレビコマーシャル（ABN、TSB）
6　ラジオコマーシャル（SBC）
7　ホームページの充実（システム変更）
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8　‌�行政書士記念日：2 月 22 日（2 月 3 日
付信濃毎日新聞広告、2 月 17 日 15：20
〜の予定で SBCラジオカー会館訪問レ
ポート）

など企画実施しております。
特に、ホームページの活用においては、即
時性を考慮して「お知らせ」「活動報告」「会
員へのお知らせ」は見やすい画面にして随時
更新していますのでご覧いただきたいと思い
ます。
本年も広報活動、監察活動に対して会員各
位の尚一層のご理解ご協力をよろしくお願い
いたします。

令和元年台風 19 号の災害で被災されまし
た会員並びに県民の皆様方に心からお見舞い
申し上げます。
さて、令和になり初めての新年を迎え会員
各位にはそれぞれの目標に向かい良いスター
トを切れたことと拝察いたします。
平成 31 年 2 月 1 日、念願でありました

「長野県行政書士紛争解決センター」（ADR
センター）が法務大臣認証第 161 号として開
所いたしました。全国の行政書士会では、18
番目の認証機関であり、県内では 4つ目の認
証機関となります。
本年度は、申立案件がなく残念な初年度と
なりましたが、この事態を脱却するため
ADR機関として先行し申立ての実績が十分
ある東京会、埼玉会を訪問し調査を行いまし
た。その結果、広報活動が十分できていない
ことが問題であることがわかりました。そし

て、ポスター、配布用パンフレットを作成
し、市町村窓口、関係機関、団体を訪問し掲
示及び設置配布の協力をお願いして回りまし
た。
今後は、会員の皆様から案件の紹介や情報
提供をしていただければ幸いです。ご協力を
よろしくお願いいたします。
また、本年度は手続実施者養成研修を実施
していますが、8名の研修生がまじめに研修
に取り組んでいます。行政書士経験 5年とい
う条件がありますので、それがクリアできれ
ば名簿に登録することができそうです。
これまでADR研修を受けた多くの会員が
研修で学んだ交渉術、傾聴、パラフレーズ、
リフレーミング、ブレインストーミングなど
のスキルを用いて事務所の相談業務に応用活
用されていることと拝察いたします。
認証ADRセンターの設置は、社会貢献事
業ですが日行連が取得を目指しているADR
代理権獲得のステップとして位置付けられて
います。今後とも会員各位の尚一層のご理解
ご協力をお願い申し上げ新年のごあいさつと
いたします。

社会貢献としての
成年後見活動の現状

（一社）コスモス成年後見サポートセンター
長野県支部長　大槻　四郎

会員の皆様、新年明けましておめでとうご
ざいます。
昨年も報告しましたが、私たち行政書士が
後見・保佐・補助人を引き受けるケースは市
町村の社会福祉課又は地域包括支援センター
から提出される案件がほとんどです。行政書
士にとって成年後見活動は社会貢献活動とし
て位置づけられていますが、これからは法定

「ADRセンター」開所一年目

ADRセンター長　和田英幸
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業務となるよう活動していくことが重要だと
思います。
さて、成年後見制度促進法が施行され、各
市町村及び都道府県の自治体はそれぞれ基幹
をどのような形で、どのように運営にしてい
くのか模索しつつ着実に前進し、多くの市町
村においては、令和 2年度中にスタートしよ
うとしています。その過程において、我々行
政書士も専門職後見人としての認知が進み、
打合せ会に参加する機会が増えてきました。
行政に一番近い存在である我々行政書士が、
今こそ存在意義を発揮して、成年後見制度の
推進役に名乗りを上げる好機であると思って
います。会員の皆様のご協力をよろしくお願
い致します。
「コスモスしなの」の令和元年度の活動状
況は別紙（15 〜 16 頁）のとおりです。今年
も公開市民講座を令和 2 年 4 月 19 日（日）

に岡谷市との共催で開催できることを目標に
頑張っています。
私たちコスモスの会員は、成年後見人の受
任にあたって、被後見人に寄り添い、傾聴を
心掛け、被後見人の財産管理及び身上監護の
業務をおこなっています。成年後見人の受任
は、最終的には死後事務が発生します。死後
事務に関連した業務として相続人確定業務、
遺産分割協議書等の作成等の業務が考えられ
ます。従って、我々行政書士が係わる業務の
受託拡大に繋がります。特に新入会員の皆様
には、今の内にコスモスに入会し、成年後見
活動を通じて業務の受託をするということを
考えては如何でしょうか。
最後になりましたが、会員の皆様にとりま
して飛躍の年となりますようご祈念申し上
げ、新年の挨拶とします。今年もよろしくお
願い致します。
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� （別紙）

長野県支部　活動報告
� 支部長：大槻　四郎

設立 平成 25 年 11 月 29 日（平成 19 年 1 月 16 日 NSSC 設立）

支部会員数 47 名（令和元年 12 月 26 日現在）

受託件数 法定後見　52 件（そのうち、家裁から　0件、市町村から 35 件）
保佐　　　　9件
補助　　　　5件
任意後見　13 件（候補者受任）　任意後見開始　　0件
見守り契約（委任契約）　4件
　（令和元年 12 月 26 日現在）

定時総会 平成 30 年度年 9月 5日
　出席者　28 名（出席 12 名、委任状 16 名）

役員会 ●役員会（6回開催）内 2回は正副支部長会

研修事業 ●入会前研修（1回開催）（2会場　長野市・伊那市）
　受講者 11 名（修了者 10 名）
●支部研修（1回開催）長野市　更新研修
　テーマ　
　1．「業務報告の必要性と報告書の作成」DVD研修
　2．後見実務事例検討・意見交換
　講　師　大槻支部長、柳澤副支部長、平沢副支部長
　受講者　23 名

広報活動 ●公開講座（1回開催）
　平成 31 年 4 月 21 日　小諸市市民交流センター
　市民公開講座＆無料相談会　
　共催　長野県行政書士会佐久支部　後援　小諸市・長野県行政書士会
　テーマ　「みんなで考える成年後見」～将来の安心のために～
　講　師　宮澤優一会員　　受講者　37 名　　　無料相談　1件
●講師派遣　
　1．平成 30 年 9 月 6 日～ 12 月 18 日　計 6回
　ケアマネ・福祉専門職員・民生委員向け講習会を実施
　テーマ　「介護従事者のための成年後見制度とその活用」
　講　師　宮澤優一会員　　　
　2．平成 31 年 1 月 22 日新規登録者必須研修会　コスモスしなの　担当
　テーマ　「成年後見と行政書士業務について」　　
　講　師　大槻四郎支部長　　　受講者　30 名
● SBC主催の「大人の文化祭」6月 15（土）・16（日）に出店
● ‌�NBS 長野放送「みんなで築こう笑顔あふれる介護の輪」キャンペーン
CMに協賛
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関係機関訪問 ＊長野地区　　平成 31 年 4 月 16 日（火）　
　長野市、須坂市、千曲市、坂城町（18 カ所）会員 5名で訪問
＊上田地区　　平成 31 年 4 月 4 日（木）
　上田市、東御市（6カ所）　会員 7名　行政書士会役員 2名で訪問
＊佐久地区　　平成 31 年 4 月 5 日（金）11 日（水）12 日（木）
　佐久市、小諸市、御代田町、軽井沢町、立科町（39 カ所）を会員 4名
　行政書士会役員 1名で訪問
＊松本地区　　平成 31 年 4 月 10 日（水）16 日（火）17 日（水）19 日（金）
　�松本市、塩尻市、安曇野市、大町市、池田町、朝日村、山形村、松川村‌
（53 カ所）を会員 6名　行政書士会役員 1名で手分けして訪問
＊諏訪地区　　平成 30 年 4 月 5 日（木）
　�諏訪市、岡谷市、茅野市、下諏訪町、富士見町、原村（8カ所）を会員 5
名　行政書士会役員 1名で訪問　
＊伊那地区　　平成 31 年 4 月 9 日（火）4月 12 日（金）4月 16 日（火）
　�伊那市、駒ヶ根市、辰野町、飯島町、箕輪町、南箕輪村、宮田村、中川村
（14 カ所）を会員 8名　行政書士会役員 2名で訪問
＊飯田地区　　平成 30 年 4 月 18 日（木）
　飯田市、阿南町（5カ所）を会員 2名　行政書士会役員 1名で訪問

その他 ●長野県成年後見連絡協議会（7者）1回　平成 30 年 3 月 15 日
●地域活動
　□上小地区権利擁護専門職合同学習会に上田地区会員が参加　
　　平成 30 年 8 月 24 日（金）　31 年 3 月 8 日（金）　計 2回
　□上伊那権利擁護相談会に伊那地区会員が参加
　　�平成 30 年 9 月 14 日（金）12 月 8 日（金）31 年 3 月 8 日（金）6 月 14 日
（金）計 4回

　□伊那市権利擁護ネットワーク連絡協議会
　　�平成 30 年 9 月 27 日（水）　平成 31 年 3 月 19 日（月）計 2回に下島会員
が行政書士会代表で出席した。

　□コスモス松本地区会議　（松本支部のコスモス会員で組織）
　　�計 6 回　を開催し、松本市地域包括と協力して、福祉専門職向け講習会
を成功させた。

　□コスモス佐久地区会議（佐久支部のコスモス会員で組織）
　　�平成 30 年 10 月 4 日（木）　平成 31 年 3 月 14 日（木）計 2回開催し、市
民公開講座の開催及び今後の地域活動について話し合い、市民公開講座
を成功させた
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会 長 山　本　準　一

副 会 長 赤　羽　康　志

副 会 長 清　水　　　博

副 会 長 松　島　茂　行

理 事 佐　藤　佳　苗

理 事 渡　邊　博　昭

理 事 栁　澤　　　誠

理 事 関　　　純　子

理 事 上　島　　　聡

理 事 赤　羽　公　彦

理 事 春　日　博　幸

理 事 深　澤　和歌子

理 事 岡　田　忠　興

理 事 一之瀬　大　輔

理 事 奈良木　利　邦

理 事 宮　下　幸　吉

理 事 古　谷　　　豊

理 事 和　田　英　幸

理 事 髙　田　勝　男

監 事 林　　　辰　幸

監 事 小　林　良　美

相 談 役 湯　澤　廣　雄

顧 問 竹　内　波美男

顧 問 小　泉　俊　博

顧 問 小　島　康　晴

事 務 局 長 木　内　洋　介

事 務 局 職 員 一 同

あけまして
　おめでとうございます
会員の皆様のご繁栄とご多幸を

お祈り申し上げます
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台風 19号襲来　被災者支援と行政書士

長野県との災害時相談協定に基づくワンストップ相談会参加報告
� 法務部長　栁澤　誠

昨年 10 月の台風 19 号災害において、被害を受けられた会員の皆様に心よりお見舞い申し上
げます。本会では 10 月 15 日に山本会長を本部長とする災害対策本部を設置し、現在も継続し
て対応に当たっております。また、発災当初より会員有志の皆様にも率先した取り組みをいた
だき、千曲市では長野支部同市在住の会員の皆様、佐久市では佐久、上田両支部会員の皆様に
罹災証明発行等の活動を行っていただきました。この場をお借りし、御礼申し上げます。
本会では、弁護士会、司法書士会、税理士会、土地家屋調査士
会、不動産鑑定士協会、中小企業診断協会、社会保険労務士会と
ともに、長野県災害支援活動士業連絡会に加入し、平成 28 年 11
月に長野県と災害時における相談業務に関する協定を締結して
おります。本協定は、長野県の要請を受け、被災者支援のための
相談会を士業連絡会が実施するものです。それに伴い本会では、
発災当初 10 月 13 日に幹事会である弁護士会に連絡を取りながら
対応を行って参りました。その対応と致しましては、10 月 17 日
に長野県より被災地の状況に鑑み、まず無料電話相談窓口を開設
するよう要請を受け、各士業は専門分野での被災者相談窓口を開
設しました。（本会においては先立つ 15 日に開設済み）。本会で
は、当初の 2週間を長野支部の運輸実務者の会員を中心にご対応
をいただき、その後、本会各部において引き続いて対応を行っております。
11 月下旬に長野県より相談会開催要請をうけて緊急士業連絡会が開催され、12 月 12 日に佐
久市役所で相談会が実施されることとなりました。相談員は地元佐久支部に派遣協力をお願い
し、山田訓之会員、依田常広会員と私の 3名にて参加しました。当日は各士業より 1～ 2名の
参加と佐久市職員の皆様の協力をいただき午後 4時から午後 8時までの間で 16 件の相談が寄
せられ、内容に応じて各士業相談員 3名チームで対応しました。この相談会で特筆すべきは、
各士業チームで相談を受け、必要に応じ佐久市の必要な部署の職員と連携して支援金支給申請
や市税免除申請までもワンストップで行う事ができた点です。また、各士業とも地元の会員を
中心に対応に当たった事で、地元の事情などを知っている中で相談を伺うことができ、相談者
様にとっても非常にメリットのある相談会に
なったものと思います。
今回の佐久市での相談会をモデルケースとし
て、被災市町村の要請に応じて相談会を順次開
催予定とのことでありますので、本会では、引
き続き被災者支援の一環として取り組んで参り
ます。
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台風 19 号災害における罹災証明書申請相談ボランティア
令和元年10月12日～13日にかけて台風 19 号の接近により、長野県では千曲川流域を中心にこ
れまで経験したことのない堤防決壊と支流河川の内水氾濫による大水害が発生しました。被災されま
した皆様に対し謹んで心からお見舞い申し上げますと共に、一日も早い復旧をお祈りいたします。

【千曲市において】
� 広報監察部長　和田　英幸

台風 19 号災害に当
たり長野県行政書士会
長野支部所属で千曲市
に事務所のある行政書
士 7名により千曲市役
所において申請相談ボ
ランティアを実施しま
した。
災害発生から 3日後
の 10 月 15 日に千曲市
災害対策本部に罹災証
明書交付に係る申請相
談ボランティアの申し
出を行い、翌 16 日か
ら罹災証明書交付申請
の相談受付のお手伝いを千曲市役所で始めました。当初は、罹災証明書交付に係る申請相談が
主な内容でしたが、3日ほど経過すると申請の相談が少なくなり交付申請の受付が主な内容に
なってきました。こうした状況により市役所 1階の特設会場にて市職員と受付に並び、申請を
受け付ける仕事のお手伝いをすることになりました。
千曲市においては、24 日までに申請が 600 件を超え、住宅の床上床下浸水被害は 1677 件に
のぼり、住宅家屋以外の事業所、工場、農地などの罹災届出を合わせると相当な数になりまし
た。そして、24 日現在申請に訪れる被災された方の件数も少なくなってきたことから、市役
所 1階に設置した特設会場での受付は終了し、翌週の 28 日（月）からは市役所 4階の危機管
理課の窓口で市職員だけの対応で可能な状況であるとの市当局の判断で、協議の結果、罹災証
明書交付申請の行政書士ボランティアは 25 日（金）をもって一旦終了することになりました。
この度の災害に際し行政書士としてボランティアによる社会貢献をさせていただきましたこ
とは貴重な経験であり、千曲市長並びに市職員からも感謝されました。そのことから市民の皆
様に広く行政書士をアピールできたのではないかと思います。改めて被災されました皆様にお
見舞い申し上げ、災害が繰り返されることの無い社会の実現と一日も早い復旧をお祈りいたし
ます。



─ 20 ─

【佐久市において】
� 佐久支部長　佐藤　佳苗

佐久市における罹災証明書等交付申請受付は、市役所並びに各支所はもとより、特に被災状
況が深刻であった地域 5か所に出張窓口（2～ 3時間程度）を設けて行われました。行政書士
会佐久支部では、上田支部からの応援もいただき、当該出張窓口における申請支援と相談業務
を担当させていただきました。
申請受付自体は、罹災証明 67 件・被災証明 35 件・来場被災者 115 組と、決して多くはあり
ませんでしたので、行政書士が大活躍という訳にはいきませんでした。また最初の二日間は、
市役所職員も自分の事で手一杯であり、我々行政書士とどう接したら良いのか判らないと言う
状況だったように感じます。そこで、当初は各会場 2名の予定を以後 1名として対応しまし
た。

来場する被災者の相談は、罹災被災証明と同様に農地被害に関するものが多く、市役所職員
からは「農地に関しては農政課へ」と、正にお役所対応であったため、「ここできちんとお話
を伺い農政課へ繋ぐ」という方法を採るべきと進言し、そのようにしていただきました。被災
者に二度手間を掛けさせない、被災者に寄り添うという意味では、多少なりとも被災者支援の
一助となったと自負しています。
また、被災者支援が社会貢献の一環であることは当然の事ですが、同時に行政書士という存
在を知らしめるためにあるとも考えています。今回の活動においては、現地視察に来られた国
会議員から、被災者を前に「行政書士の皆さまもお手伝いくださり」との発言をいただき、ま
た佐久市長からは、NHKの全国放送において「専門職である行政書士にもご協力いただいて
います」との発言をいただきました。
少なからず「行政書士の存在を知らしめた」と言う意味で、今回の活動は有意義であったと
感じています。
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台風 19 号被災の経験から
� 広報監察部　小西　勝

はじめに、台風 19 号により私の事務所が被害を受けたことに際し、長野県行政書士会のみ
なさまから多大なご支援とご心配を賜りましたこと、紙面をお借りして、心より厚く御礼申し
上げます。

さて、私の事務所は長野市穂保というところ、千曲川が決壊した場所から 500 メートルほど
上流の、堤防のすぐ近くにあるのですが、残念ながら地域もろとも浸水被害を受けました。た
だ、不幸中の幸いと言いますか、うちは浸水が一階までにとどまったため、建物の二階に設け
ていた事務室内の、仕事に関する書類やデータ、事務機器は被害を受けずに済んだのです。
けれども、これはまさに「幸い」な結果論であって、堤防の決壊場所がほんの数百メートル
ずれていれば、お客様から預かった大切な書類や個人情報を流失していたかもしれず、行政書
士業務に大変な痛手を被っていたでしょう。

それにしても、「天災は忘れたころにやってくる」とはよく言ったもので、自分が被災者の
立場になるとは、あの光景を目の前にする瞬間まで想像もしていませんでした。本当は、過去
に何度も水害に遭っている地域だということを知っていたのに、です。
これが、いわゆる正常性バイアスというものでしょうか。心のどこかでリスクを直視するこ
とを避けていたのかもしれません。少なくとも金庫を防水機能付きに換えたり、PCデータを
クラウドストレージにバックアップするなど、いまさらながら BCP対策をしておかなければ
と考え直した次第です。

10月 14日現在　泥で埋まった宅内　奥の二階が事務所
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被災地では、大勢のボランティアさんのおかげで泥の搬出など力仕事はほとんど終わりまし
たが、これから再建に向けた被災者支援の各種申請手続きが本格化します。市の窓口に行けば
職員が丁寧に説明してはくれますが、行政手続きが本業の私でさえ、複雑で面倒に感じるほど
です。
そもそも何をどこに相談に行けばよいかもわからないでいる高齢者世帯も多く、この方たち
が置いてきぼりにならないためのサポートが必要だと思うのですが、今のところ、市はそこま
で手が回らないように見えます。私たち行政書士の出番かもしれませんね。

コンクリート塀に付着した泥の線が高水位
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台
風
第

1
9
号
の
被
災
地
で
は
、
被
災
さ
れ
た
方
々
と
共
に
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

や
企
業
・
団
体
な
ど
、
多
く
の
皆
さ
ん
が
声
を
掛
け
合
い
、
励
ま
し
合
い
な
が
ら

復
旧
を
進
め
て
き
ま
し
た
。

 
 

私
達
は
、
い
ま
だ
に
、
辛
く
、
不
安
な
思
い
を
さ
れ
て
い
る
方
が
い
る
と
い
う

事
実
を
重
く
受
け
止
め
、
一
人
ひ
と
り
の
暮
ら
し
や
、
生
業

な
り
わ
い

の
再
建
へ
の
歩
み

を
加
速
し
、
誰
一
人
取
り
残
さ
れ
る
こ
と
の
な
い
復
興
を
目
指
す
決
意
で
す
。

 

 

今
必
要
な
の
は
、
あ
な
た
の
想
い
で
す
。
あ
な
た
の
想
い
が
多
く
の
方
と
繋

が
り
、
地
域
に
活
力
を
取
り
戻
す
た
め
の
大
き
な
力
に
な
り
ま
す
。

 

 
想
い
を
ひ
と
つ
に
、
互
い
に
支
え
合
い
な
が
ら
、
一
日
も
早
い
復
興
に
向
け

て
進
み
続
け
ま
し
ょ
う
。
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和
元
年
１
１
月
２
５
日

 

長
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長
野
県
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長
会

 
 

長
野
県
町
村
会

 

長
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県
災
害
時
支
援
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ッ
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ー
ク

 

長
野
県
社
会
福
祉
協
議
会
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令和 2年　新年賀詞交歓会

� 広報監察部員　五味　直美

令和 2年 1 月 9 日木曜日、長野市のホテル国際 21 に於いて、長野県行政書士会・長野県行
政書士政治連盟の新年賀詞交歓会が開催されました。春を思わせるような暖かな陽ざしのも
と、多くのご来賓、会員の皆様にお集まりいただき、会場は晴れやかな雰囲気に包まれました。

山本準一会長の新年のあいさつに続き、阿部守一長野県知事、長野県議会議長、国会議員の
皆様、ご来賓の方々よりご祝辞を賜りました。

士業を代表して長野県弁護士会の中
なか

嶌
しま

実
み

香
か

副会長に乾杯のご発声をいただき、祝宴が始まり
ました。令和最初の新年を祝い、ご来賓の方々はもとより、ベテランの会員から登録後間もな
い新入会員まで、親しく交わり歓談する楽しい時間となりました。

会場では、阿部知事をはじめとする長野県関係の方々の胸元を彩る SDGs バッジが目を惹き
ました。昨年 4月に「長野県 SDGs 推進企業登録制度」が創設され、業務を通じて身近に感じ
ておられる会員もいらっしゃることと思います。先端技術に関わる企業が多く集まる一方で、
豊かな自然、気候風土や食文化を生かした産業も盛んな長野県。新たな取り組みへの理解を深
め、身近なこと、できることから一つずつ協力する一年にしたいと思いました。

最後になりましたが、会員の皆様にとりまして幸多き一年となりますようお祈り申し上げま
す。また、新年賀詞交歓会の開催にあたり、準備から運営までご尽力いただいた総務部と事務
局の皆様に感謝を申し上げます。

山本会長あいさつ阿部知事・山本会長

祝宴乾杯　県弁護士会副会長　中嶌実香様
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〜ご来賓の皆様からご祝辞を頂きました。〜

長野県議会議長　清沢英男様長野県知事　阿部守一様

日本行政書士政治連盟副会長　濱田隆弘様日本行政書士会連合会副会長　水野晴夫様

衆議院議員　務台俊介様小諸市長　小泉俊博様

参議院議員　杉尾秀哉様衆議院議員　篠原　孝様



─ 26 ─

請　　　　願

11 月 22 日に長野県議会へ提出した「県の機関における行政書士法のご理解と窓口業務の適
正化を求める請願書」が 11 月定例会において 12 月 13 日に採択されました。
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県
の
機
関
に
お
け
る
行
政
書
士
法
の
ご
理
解
と
窓
口
業
務
の
適
正
化
を
求
め
る
請
願
書
	

 
令
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元
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１
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月
２
２
日
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昭
	
	
	
	
	
	
	
	
毛
利
	
栄
子
	
	
	

 
  	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
請
願
者

 
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
代
表
者
(
住
所
)
	
長
野
県
長
野
市
南
県
町
1
0
0
9
番
地
3
 

(
氏
名
)
	
長
野
県
行
政
書
士
会
	
会
長
	
山
本
準
一

 
 １
、
請
願
の
趣
旨

 
	
行
政
書
士
は
、
行
政
書
士
法
の
目
的
で
あ
る
「
行
政
に
関
す
る
手
続
の
円
滑
な
実
施
に
寄
与

し
、
あ
わ
せ
て
国
民
の
利
便
に
資
す
る
」
た
め
、
高
度
な
法
的
知
識
及
び
専
門
知
識
を
身
に
付

け
る
べ
く
日
々
研
鑽
を
重
ね
業
務
を
行
っ
て
お
り
ま
す
。
し
か
し
な
が
ら
、
全
国
的
に
は
、
各

種
許
認
可
・
免
許
・
登
録
申
請
及
び
届
出
な
ど
に
際
し
、
資
格
を
有
し
な
い
非
行
政
書
士
が
手

続
き
を
行
っ
て
い
る
ケ
ー
ス
が
見
ら
れ
ま
す
。

 
	
県
に
お
い
て
は
、「
行
政
書
士
ま
た
は
行
政
書
士
法
人
で
な
い
者
は
、
他
人
の
依
頼
を
受
け

報
酬
を
得
て
、
官
公
署
に
提
出
す
る
書
類
を
作
成
す
る
こ
と
が
出
来
な
い
」
と
す
る
行
政
書
士

法
第

19
条
第

1
項
及
び
行
政
書
士
制
度
の
趣
旨
を
ご
理
解
い
た
だ
き
、
不
当
な
書
類
作
成
・

提
出
行
為
が
な
さ
れ
な
い
よ
う
、
ま
た
県
民
の
権
利
・
利
益
が
損
な
わ
れ
る
こ
と
が
な
い
よ
う

行
政
書
士
法
の
趣
旨
の
周
知
徹
底
と
窓
口
指
導
を
さ
れ
る
よ
う
求
め
て
請
願
い
た
し
ま
す
。

 
 ２
、
請
願
の
理
由

 
	
私
達
行
政
書
士
は
、
行
政
書
士
法
に
よ
り
、
他
人
の
依
頼
を
受
け
報
酬
を
得
て
、
官
公
署
に

提
出
す
る
書
類
そ
の
他
権
利
義
務
又
は
事
実
証
明
に
関
す
る
書
類
（
実
地
調
査
に
基
づ
く
図

面
類
を
含
む
。
）
を
作
成
し
、
提
出
す
る
手
続
に
つ
い
て
代
理
し
、
書
類
の
作
成
に
つ
い
て
相

談
に
応
ず
る
こ
と
を
業
務
と
し
て
お
り
ま
す
。
行
政
書
士
は
県
民
と
行
政
の
架
け
橋
と
し
て
、

行
政
機
関
の
窓
口
に
お
い
て
、
複
雑
多
様
化
す
る
行
政
事
務
が
適
正
か
つ
迅
速
に
進
め
ら
れ

る
よ
う
協
力
す
る
と
と
も
に
、
県
民
の
良
き
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
と
し
て
県
内
各
地
で
無
料
相
談

を
行
う
な
ど
、
行
政
事
務
の
円
滑
な
推
進
と
県
民
の
利
便
性
の
向
上
に
努
め
て
お
り
ま
す
。

 
行
政
書
士
で
な
い
者
は
業
と
し
て
官
公
署
に
提
出
す
る
書
類
作
成
の
業
務
を
行
う
こ
と
が

で
き
な
い
も
の
と
さ
れ
、（
他
の
法
律
に
別
段
の
定
め
の
あ
る
場
合
を
除
く
。
）
こ
れ
に
違
反
し

た
者
は
１
年
以
下
の
懲
役
又
は
１
０
０
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
さ
れ
る
こ
と
と
さ
れ
て
お
り

ま
す
。
長
野
県
行
政
書
士
会
で
は
、
行
政
書
士
制
度
広
報
月
間
な
ど
年
間
を
通
し
て
違
反
防
止

に
努
め
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
ま
す
が
、
未
だ
、
県
内
に
お
け
る
非
行
政
書
士
の
活
動
の
懸
念

は
拭
い
き
れ
ま
せ
ん
。

 
個
人
の
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
や
個
人
情
報
の
保
護
が
強
く
求
め
ら
れ
て
い
る
社
会
に
あ
っ
て
、

無
資
格
者
に
よ
る
手
続
き
は
そ
れ
ら
の
漏
え
い
が
危
惧
さ
れ
、
受
理
し
た
役
所
の
責
任
や
、
書

類
に
関
す
る
信
頼
も
損
な
わ
れ
、
県
民
に
も
ご
迷
惑
を
か
け
る
恐
れ
が
あ
り
ま
す
。

 
一
方
、
行
政
書
士
に
は
法
律
に
よ
り
守
秘
義
務
が
課
さ
れ
、
誠
実
に
そ
の
業
務
を
行
う
と
と

も
に
、
信
用
又
は
品
位
を
害
す
る
よ
う
な
行
為
は
し
て
は
な
ら
な
い
と
さ
れ
て
お
り
、
そ
れ
ら

に
違
反
し
た
場
合
は
厳
し
い
処
分
が
定
め
ら
れ
て
お
り
ま
す
。

 
ま
た
、
平
成
１
４
年
の
法
律
改
正
に
よ
り
、
行
政
書
士
に
代
理
権
が
付
与
さ
れ
て
お
り
ま
す
。

具
体
的
に
は
、「
書
類
を
代
理
人
と
し
て
作
成
す
る
こ
と
」「
手
続
き
（
補
正
・
受
領
を
含
む
）

に
つ
い
て
代
理
す
る
こ
と
」
が
そ
の
業
務
と
し
て
含
ま
れ
て
お
り
ま
す
。
（
法
第
１
条
の
３
）
	

 
そ
し
て
、
行
政
書
士
は
申
請
書
等
（
誓
約
書
等
の
書
類
を
除
く
）
の
書
類
に
代
理
人
行
政
書

士
の
氏
名
を
記
載
し
職
印
を
押
印
す
る
こ
と
が
出
来
ま
す
。
申
請
書
の
申
請
者
欄
は
記
載
す

る
が
、
申
請
者
印
は
省
略
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
行
政
書
士
証
票
の
携
帯
等
、
会
員
は
依
頼

者
に
対
す
る
責
務
を
常
に
自
覚
し
業
務
遂
行
に
あ
た
っ
て
お
り
ま
す
。

 
つ
い
て
は
、
国
民
の
利
便
と
行
政
手
続
き
の
円
滑
な
実
施
に
寄
与
す
る
と
し
て
定
め
ら
れ

た
行
政
書
士
制
度
の
社
会
性
と
公
共
性
に
照
ら
し
て
、
法
の
適
正
な
運
用
に
よ
り
行
政
に
関

す
る
手
続
と
窓
口
業
務
が
適
正
に
行
わ
れ
、
非
行
政
書
士
に
よ
る
不
当
な
書
類
作
成
と
提
出

行
為
が
な
さ
れ
な
い
よ
う
、
ま
た
県
民
の
権
利
・
利
益
が
損
な
わ
れ
る
こ
と
が
な
い
よ
う
関
係

機
関
に
対
す
る
指
導
及
び
行
政
書
士
法
の
趣
旨
の
周
知
徹
底
を
図
る
必
要
が
あ
る
と
思
わ
れ

ま
す
の
で
、
請
願
す
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

 
 以
上
、
地
方
自
治
法
第
１
２
４
条
の
規
定
に
よ
り
、
請
願
書
を
提
出
し
ま
す
。
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【特集】長野県行政書士紛争解決センター（第 2回）

地方におけるADRの可能性と課題
� ADRセンター長　和田英幸

長野県行政書士紛争解決センター（ADRセンター）が平成 31 年 2 月 1 日に法務大臣の認証
を受けて活動を開始してから 1年となります。
長野県における相談件数の増加と利用者の使いやすいセンターにするために今後の可能性と
課題・対策について考えてみました。

1　これからのADRとその課題
（1）	 ADRの国民への普及と PR
裁判によらない紛争解決手段としての「ADR」の認識が国民の中に浸透していない。ポス
ター掲示やパンフレットの配布その他様々な媒体を使って「ADR」の PRをすることと消費
者センターや地方自治体など関係機関との連携が必要である。

（2）	 IT・スマホの活用による相談受付体制
電話による相談だけでは、相談者の置かれた環境に偏りと限界がありセンターを利用しにく
いと考えられる。若年層や勤労者層の利用を増やすためには、ITやスマホを利用したダイレ
クトな相談体制や受付体制を研究する必要がある。
また、平日 10 時から 16 時までの電話による問い合わせ、水曜日のみの受付相談日の設定
は、センター側の都合による時間設定になってはいないか。利用者の立場に立った相談時間や
受付相談の方法を考える必要がある。

（3）	 県内地域を拠点とした調停の実施と経費
長野県は南北に広く地域が山で分断されていることにより、長野市の会館での一カ所を相談
拠点として機関を運営することは、利用者とって不便を感ずることになり結果的に相談に至ら
ないことが考えられる。
また、調停についても、本拠である長野県行政書士会館（長野市）以外での開催については
可能であるが調停人の交通費などの経費は当事者負担となることから利用しにくいことが考え
られるので、申請手数料、期日手数料の金額と合わせて減額又は無料にできるか研究する必要
がある。
今後は、長野市、上田市、佐久市、松本市、諏訪市、伊那市、飯田市の 7市の支部に受付相
談の拠点を設けて、利用者の利便性を考える。また、調停については、拠点を中心に実施する
ことにより調停人の交通費などの経費はセンター負担とすることも検討し利用者の負担軽減を
考える。



─ 29 ─

（4）	 紛争分野の研究
行政書士無料相談会で受けている相談の約 70％が相続、遺産分割協議書作成分野であるこ
とから、行政書士の得意としている紛争分野に加えていく研究は必要であるが、日行連と日弁
連との協議は閉塞感が漂い、厳しい状況であることがささやかれている。長野会としては県弁
護士会との協議が前提になることから、引き続き、粘り強く交渉していくつもりである。

2　ADRの社会的役割と広報の必要性
ADR法第 1条にも規定されているように、「ADRが第三者の専門的な知見を反映して紛争
の実情に即した迅速な解決を図る手続」として、「国民の権利利益の適切な実現に資する」こ
とを目的としています。
したがって、認証基準にも、「業務を行うに当たり必要な知識能力、経理的能力」が必要と
されています。

長野県行政書士会はこうした認証基準に合致していることから、センター業務を開始するこ
とで広く国民の権利利益の適切な実現や相談や紛争解決に資することができます。このことに
より行政書士が社会的地位の向上や認知されることにより行政書士の本来業務への相乗効果が
図られることを期待いたします。

しかし、開所から 1年を過ぎようとしていますが、「長野県行政書士紛争解決センター」の
存在が県民の皆様に周知されているのかが問題です。
今後は、手続実施者の養成と共にADRセンターの広報活動にも力を入れていきますので、
ご理解ご協力をお願いいたします。
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こ
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な
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ラ
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・
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て
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ま
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ん
か
？

外国人の職場や学校での問
題について、法律や在留の
ことに詳しい行政書士に間
に入って解決の手伝いをし
て欲しい。

職場の待遇についてのトラブル（従
業員の方・事業所の方）、学校内の
いざこざについてのトラブル（生徒
の方・学校の方）など

外国人 賃貸アパートから退去する
時、大家さんが敷金を返し
てくれない。大家さんの説
明に納得がいかないので話
し合いをしたい。
敷金返還・原状回復に関するトラブル、
賃貸借契約の終了に伴う清算に関す
るトラブル、原状回復費用に関する
トラブル　など

敷 金

リードを付けていない近所
の犬に突然咬みつかれた。
治療費や慰謝料についても
めている。第三者に間に
入ってもらい話し合いをし
たい。
咬みつき、引っかき事件（被害を与
えた、加害者となった）、医療事故、

鳴き声のトラブル、のら猫
のトラブル、売買のト

ラブル　など

ペット 歩道を歩いていたら自転車
とぶつかってしまいケガを
した。賠償金の話し合いで
トラブルになっている。
自転車と自転車の交通事故、自転車
と歩行者の事故、自転車による物

損事故　など

自転車

ADRが解決をお手伝いします。
行政書士

紛争解決センターの

特徴
〇双方が納得できる解決を専門家がサポートします。
〇プライバシーが守られます。

〇裁判と比較して短期間の話し合いで解決できます。
〇利用にあたっては事前に説明が受けられます。

まずは、
ご相談ください。

お問い合わせ
受け付け

平日10:00～ 16:00
具体的なご相談

水曜日10:00～16:00
（要予約）

裁判
その前に

お気軽にご相談ください!

話し合いによる

トラブル解決

裁判外紛争解決手続

長野県行政書士紛争解決センター
TEL.（026）224-1300 FAX.（026）224-1305

https://www.nagano-gyosei.or.jp/

〒380-0836　長野市南県町1009-3　長野県行政書士会館 長野県行政書士会
法務大臣認証 裁判外紛争解決機関 第161号
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関東地方協議会連絡会

� 副会長　赤羽　康志

昨年 12 月 5 日、6日の二日間の日程で、令和元年度日本行政書士会連合会と関東地方協議
会との連絡会が湯本富士屋ホテルを会場に開催されました。

長野会からは正副会長と分科会に参加する赤羽公彦農林建設部長、大槻四郎運輸交通部長、
栁澤誠法務部長が出席しました。

開会式では曽我ひとみさんからのビデオメッセージが流されました。北朝鮮による日本人拉
致問題は、国民の生命と安全に関わる重大な人権問題で、一刻も早い解決が望まれています。

その後、常住豊日行連会長の「権利擁護活動と行政書士」をテーマにした講演会が開かれ、
東京都行政書士会の取り組み、改正行政書士法との関係、配慮すべき人権等を熱く語っていた
だきました。行政書士がどのような権利の擁護をするのかについては、福祉の分野も含め今後
の方向性に関するお話しもいただきました。分科会では、会長会、国際業務連絡会、建設業務
連絡会、環境業務連絡会、運輸業務連絡会、風俗営業業務連絡会が開かれ、当会の参加者もそ
れぞれの分科会に出席しました。

分科会終了後に懇親会が催されました。山口昇士箱根町町長の台風 19 号による災害からの
復興のお話は、私たち長野県にも大変参考になる内容でした。

二日目の全体会義では各分科会代表者から報告があり、その後日行連と関地協との連絡会、
意見交換会が開催されました。常住会長より令和元年度事業執行状況、トップメッセージとし
て「行政書士の新時代を作るために」「地域との共生、役所との共生、他士業者との共生」に
ついてのお話しをいただきました。日行連への意見・要望、質疑応答・意見交換が行われた
後、次年度当番会である千葉会の中村利雄会長の閉会のことばで全日程を終えました。
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事　　業　　報　　告

ブラッシュアップ研修会
� 研修部員　古谷　豊

10 月 24 日（木）・25 日（金）の両日、長野県行政書士会館にてブラッシュアップ研修会が
行われ、若手からベテランまで県内各地から 20 名の先生にご参加いただきました。1日目は
農林建設部からは農地法について、運輸交通部からは丁種封印・OSS 申請について、国際部
は在留資格申請について、それぞれ講義が行われました。また、「未来の行政書士について考
える」というテーマで、「我が行政書士人生に悔いなし」といえるような職業人生を送るため
にどのような目標を持って職務に取り組んでいくのか、活発な意見
交換が行われました。様々な年代、行政書士歴、経営形態の異なる
参加者により、それぞれの経験が語られ、これからの職域の展開に
大いに参考になりました。1日目終了後の懇親会では、研修会とは
違ったフランクな雰囲気で情報共有が行われていました。2日目は
パネルディスカッション「副会長が語るこれからの行政書士」、コ
ンプライアンス研修、環境生安部による積替保管を含む産廃収集運
搬許可、法務部による遺言、相続手続きについての研修が行われま
した。参加者からは、業務知識だけでなく、事務所経営や自身のキャリアについて考えるきっ
かけなったとの感想を頂きました。ところで、皆様はブラッシュアップ研修会には参加された
ことはありますでしょうか。多くの先生はまだ参加されたことはないかと思います。それもそ
のはず、ブラッシュアップ研修会は昨年から開催されているからです。きっかけは新規研修会
に参加された先生からいただいた「数年後にもこういった研修があったら良い」との感想から
です。行政書士業務は範囲が広く、法改正も頻繁に行われることから、業務知識の研鑽が欠か
せません。しかしながら、それらは疎かにされがちです。また、行ったことのない業務分野の
話を聞くことで、新たな取り扱い業務に繋がることもあります。2日間に渡る研修会参加は日
程調整等大変だと思いますが、経験豊かな講師から実務経験に基づく講義や最新の情報提供が
行われる、ブラッシュアップ研修会に来年も多くの先生方にご参加いただければと思います。
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法務部・研修部・松本支部合同研修会

家族信託研修会報告
� 法務部員　山田　訓之

去る、令和元年 11 月 13 日（水）に松本市駅前会館で本会法務部、研修部、松本支部の共催
により、家族信託の研修会が開催されました。講師に本会法務部員の木村和彦先生（諏訪支
部）をお迎えし、第 1部にて家族信託の基本について、第 2部では家族信託の実務についてと
いうことで例題からのスキームの組み立て方を学びました。

当日は 53 名の会員（他支部 25 名）が集まり、家族信託に対する関心の高さが伺うことがで
き、実務的なことに関しても遺言・相続・後見といった終活業務に新たなツールとして家族信
託を加えることで、専門家として顧客のニーズに幅広い選択肢で対応できるようになります。
また、家族信託についての営業方法を木村先生の実例を交えてご説明いただき、司法書士と
の競合に優位に立てるようにご指導くださいました。

今回参加できなかった先生方もおられることと思われますので、引き続き法務部、研修部に
て家族信託の研修を検討して参りますのでご理解賜りますようお願い申し上げます。
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東京会、埼玉会の認証ADRセンター調査報告
� ADR副センター長　深澤和歌子

令和元年 11 月 12 日、13 日の 2日間にわたり東京会、埼玉会のADRセンター運営について
和田英幸センター長、二瓶裕史運営委員とともにADRセンターの申立て件数アップを目的に
広報活動の実態について調査、情報交換を行いました。

　 埼玉会 東京会、長野会 山口会 

取
り
扱
い
分
野

離婚（財産分与、慰謝料） 外国人の就学・就労 　　　　　　　

相続（遺産分割協議） ペットのトラブル ペットのトラブル

自転車事故 自転車事故 　　　　　　 

居住用賃貸借建物の敷金
返還

居住用賃貸借建物の敷金
返還 

居住用賃貸借建物の敷金
返還

11 月 12 日：行政書士 ADR センター埼玉（以下、「ADR 埼玉」）を訪問
埼玉会の関口隆夫会長（日行連ADR推進本部長）、前田新太郎センター長、内谷克章セン
ター次長の 3先生に対応していただきました。ADR埼玉は個人弁護士と提携して、日行連と
日弁連の協定外の分野を扱い、敷金以外の 3分野は行政書士と弁護士による共同調停を実施。
調停は自主交渉援助型にこだわらず内容によって評価型でも対応し
ています。県弁護士会との関係も良好とのこと。ただし、弁護士が
調停期日に出席するのでADR埼玉の弁護士費用負担は長野会より
も高額になります。
今年度、問合せは離婚・遺産分割分野が増加し（離婚 5件、遺産
分割 5件）、遺産分割のうち 2件が調停に進み、調停成立 1件、継
続中 1件。ほかの問合せは自転車 3件、敷金 3件、その他が 23 件。
自転車事故は交通安全協会からの紹介もありますが、全分野を通じてホームページを見たとい
う電話が一番多いそうです。
広報は、新聞広告はほとんど効果がないのでホームページとポスター・チラシに重点をお
き、こまめに行政や消費生活センターなどの挨拶回りを実施。県行政書士会のポスターに観光
名所を取り入れたり、ADR埼玉のポスターに斬新なデザインを採用したりと、チラシも含め
て人目をひき、何の相談窓口か一目でわかる工夫が感じられました。
また、法務省に届出をして、隣接する都県でADR調停ができるよう活動の広域化も進めて
います。ADR埼玉の今後の課題は「分野の拡大」と「申立て費用などの料金の値上げ」だそ
うです。
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11 月 13 日：行政書士 ADR センター東京（以下「ADR 東京」）を訪問
光永謙太郎センター長、渡邉健次センター次長、山本惠美子運営委員の 3先生に対応してい
ただき、調停室や控室、センター事務室も拝見しました。問合せはペットトラブルが最多で、
外国人関係は 0件。外国人の問合せがない理由として、①ビザの関係で問題が表面化しにく
い、②コミュニティがあって相談先がある、③行政の相談窓口や通訳などの相談環境が整って
きたこと等を挙げられました。ADR埼玉と同様に、問合せは今でもADR分野と関係のない
電話が圧倒的に多いそうです。
広報活動を兼ねて、春と秋の交通安全週間と秋の動物愛護週間に、都庁の相談窓口に相談員
を派遣。おかげで東京都庁内の獣医課や区の窓口、保健所、警察署からの紹介ルートが確立し
たとのこと。また、初めて渋谷駅の構内広場でペットに特化した無料相談会（秋に 1ヶ月余、
開催）を開いたところ、相談が 12 件。来たる 3月には「ペットトラブルシンポジウム」（後
援：法務省、東京都、目黒区）を開催の予定です。シンポジウム
開催にこぎつけたのは、過去 7回（年に 1回）地域ネコに関する
相談会を開いた実績があったから。やはり費用のかかる新聞広告
はせず、話題を作り「無料で記事にしてもらう」作戦です。
総括すると「力を入れるべきは研修ではなく広報。案件が来れ
ば自然と勉強気運も盛り上がります」。分野別チラシの製作例も
参考になりました。ADR東京の目下の課題は弁護士会との協定
関係だそうです。

山口会の杉山久美子会長（日政連副会長・日行連前 ADR 推進本部長）からは、最近、ペッ
トの案件で調停実施にこぎつけるかと思いきや、予想外の経過（当事者が火災に遭われた）で
実施に至らなかったお話や、「待っていないでセンターから出て相手の内に入るとよい。たと
えば市や国際交流協会に入って行って外国人に関する委嘱を受ける等」のご教示をいただきま
した。また、ADR技法を生かした法教育を小学校 5、6年生の授業で実施したところ、たいへ
ん好評で教員から「（こんなに良い内容なら）もっと低学年のうちにやってもらえば良かった」
とコメントされた由。身近なテーマについて行政書士が間に入って進めるうちに、児童が自主
的に話し始めるという展開で、「相手の話を
よく聴きお互いの良さを探すADR手法の進
め方」が学級の話し合いでも有効だと、児童
にも先生方にも理解されたそうです。
ちなみにこの授業が実現したきっかけは、
杉山先生が賀詞交歓会で来賓の市長に打診し
て快諾された事とのことでした。
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まとめ
東京会、埼玉会のADRセンターも何年も件数が伸びず試行錯誤して、案件が来るように
なったそうです。現在は、埼玉も東京も分野ごとに特化した広報（分野別のチラシ・ポスター
製作、配布先は敷金なら大学やその周辺の大家、ペットは保健所や獣医師会、自転車なら警察
署・交通安全協会や高校、外国人は国際協力協会など）を行ない、ホームページを充実させ、
新聞広告よりも行政相談への協力やセンター独自の相談会とマスコミ対応を重視しています。
とにかくADRセンターを知ってもらうために、あらゆるつてを利用して、できることをでき
る地域から始めることが必要だと痛感しました。同時に、調停合意の書類作成に関しては、さ
らに検討が必要だと思いました。
ADR研修（手続実施者養成および上級者研修）は、認証要件の関係で研修回数が多く、受
講者もセンター委員も負担が大きいのですが、具体例をお聞きして研修だけでなく広報にも力
を入れていこうと確認し、実りの多い調査となりました。
今回、ご多忙にもかかわらず快くご協力いただいた
ADR埼玉とADR東京の先生方に心から感謝申し上げま
す。
13 日に日行連虎ノ門事務所を表敬し常住豊日行連会長

（東京会会長）と井口由美子日政連会長（熊本会会長）に
ご挨拶し、お会いした杉山久美子・日政連副会長から
ADR事例について貴重なお話を伺うことができましたこ
とを併せてお礼申し上げます。また、お会いしたすべての
先生方から台風 19 号の被災についてお見舞いの言葉をい
ただいたことを申し添えます。

最後にお知らせですが、令和 2年 1 月 31 日（金）10 時～ 16 時の ADR研修会は、講師に
ADR東京の光永謙太郎センター長をお招きして本会会館で行います。
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事
務

連
絡

令
和
元

年
月

日

日
本
行
政
書
士
会
連
合
会

御
中

総
務
省
行
政
管
理
局

管
理
官
（
行
政
通
則
法
担
当
）

「
令
和
元
年
台
風
第

号
に
よ
る
災
害
に
つ
い
て
の
特
定
非
常
災
害

及
び

こ
れ
に
対
し

適
用
す
べ
き
措
置
の
指
定
に
関
す
る
政
令
」
の

制
定
に
伴
い
許
認
可
等
の
存
続
期
間

（
有
効
期
間
）
が
延

長
さ
れ
た
こ
と

等
の
周
知

に
つ
い
て
（
依
頼
）

平
素
か
ら
当
局
の
業
務
に
つ
い
て
御
理
解
御
協
力
を
賜
り
、
厚
く
御
礼
申
し
上
げ
ま
す
。

令
和

元
年

台
風

第
号

に
よ

る
災

害
に

つ
い

て
の

特
定

非
常

災
害

及
び

こ
れ

に
対

し
適

用

す
べ
き
措
置
の
指
定
に
関
す
る

政
令
が
、
令
和
元
年

月
日
（
金
）
に
閣
議
決
定
・
公
布
・

施
行
さ
れ
ま
し
た
。

こ
の
指
定
に
よ
り
、
運
転
免
許
の
よ
う
な
許
認
可
等
に
つ
い
て
、
各
府
省
庁
が
個
別
に
告
示

で
指
定
す
る
こ
と
で
、
有

効
期
間
が
最
長
で
令
和
２
年
３
月

日
（
火
）
ま
で
延
長
さ
れ
る
と

と
も

に
、

事
業

報
告

書
の

提
出

な
ど

の
法

令
上

の
義

務
を

履
行

で
き

な
い

場
合

の
免

責
期

限

が
令
和
２
年
１
月

日
（
金
）

に
設
定
さ
れ
る
等
の
措
置
が
講
じ
ら
れ
ま
す
。

本
政

令
に

基
づ

く
行

政
上

の
権

利
利

益
の

延
長

措
置

等
の

具
体

的
内

容
に

つ
い

て
は

、
総

務
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（

※
）
に
お
い
て
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
「

被
災
者
の
み
な
さ
ま

へ
」（

別
添
）
を

掲
載

し
、

具
体

的
に

ど
の

よ
う

な
措

置
が

講
じ

ら
れ

る
の

か
に

つ
い

て
の

情
報

提
供

を
行

っ

て
お
り
ま
す
と
こ
ろ
、

※

①
本
件
の
貴
会
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
の
「
災
害
対
策
関
連
情
報
」
で

の
周
知
、

②
行

政
書

士
会

の
会

員
の

皆
様

が
被

災
者

の
方

々
か

ら
御

相
談

に
応

じ
ら

れ
る

際
の

必
要

に
応
じ
て
の
同
リ
ー

フ
レ
ッ
ト
の
周
知
・
活
用

に
つ
い
て
、
特
段
の
御

配
慮
を
頂
き
ま
す
よ
う
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

総
務
省
行
政
管
理
局
行
政
手
続
室

担
当
：
大
塚
、
新
家
、
鏡

電
話
：

日
行

連
発
第

８
２
９

号

令
和

元
年

月
日

各
単

位
会

長
様

日
本

行
政
書

士
会
連

合
会

会
長

常
住

豊

大
規

模
災
害

対
策
本

部

本
部

長
常

住
豊

「
令

和
元
年

台
風
第

号
に

よ
る

災
害

に
つ
い

て
の
特
定

非
常

災
害

及
び
こ

れ
に
対
し

適
用

す
べ

き

措
置

の
指
定

に
関
す

る
政
令
」
の

制
定

に
伴

い
許

認
可

等
の

存
続

期
間
（

有
効

期
間

）
が

延
長

さ
れ

た

こ
と

等
に
つ

い
て

平
素

よ
り
、

本
会
の

事
業
執
行

に
ご

理
解

、
ご
協

力
を
賜
り

、
厚

く
御

礼
申
し

上
げ
ま
す

。

令
和

元
年
台

風
第

号
の
被

災
自

治
体

及
び
被

災
者
へ
の

支
援

活
動

に
つ
い

て
は

、
当

月
日
付

け
日

行
連
発

第
号

又
は
第

号
文

書
に
て

お
願
い
を

し
て

い
る

と
こ
ろ

で
す
が
、
昨

日
、
総
務

省
行

政
管
理

局
（

行
政

通
則
法

担
当

）
よ
り

本
会
に

宛
て
、
添

付
の

依
頼

が
あ
り

ま
し
た

。
台

風
第

号
に

よ
る
災

害
が
特

定
非
常
災

害
に

指
定

さ
れ
た

こ
と
に
よ

り
、
一

部
許

認
可
等

の
有
効

期
間

が
延

長

さ
れ

る
と
と

も
に

、
法

令
上
の

義
務

の
免

責
が
設

定
さ
れ
る

等
の

措
置

が
講
じ

ら
れ
る
こ

と
に

つ
い

て

の
情

報
提
供

と
周
知

依
頼
と
な

っ
て

い
ま

す
。

つ
き

ま
し
て

は
、
貴
会

に
お
い

て
会

員
の

皆
様
が

被
災
者
の

方
々

か
ら

の
相
談

に
応
じ
ら

れ
る

際
の

参
考

と
し
て

、
ご
利

用
く
だ
さ

い
。

な
お

、
本
文

書
の
趣

旨
内
容
は

、
本

会
ホ

ー
ム
ペ

ー
ジ
に
も

掲
載

い
た

し
ま
す

。

何
卒

よ
ろ
し

く
お
願

い
い
た
し

ま
す

。

【
添

付
】

総
務

省
行
政

管
理
局

発
日
本

行
政

書
士

会
連
合

会
宛

令
和

元
年

月
日

付
け
・

事
務

連
絡

『
「

令
和

元
年

台
風

第
号

に
よ

る
災

害
に

つ
い

て
の

特
定

非
常

災
害

及
び

こ
れ

に
対

し
適

用
す

べ

き
措

置
の
指

定
に
関

す
る
政
令

」
の

制
定
に

伴
い

許
認

可
等

の
存

続
期

間
（

有
効
期

間
）
が

延
長

さ
れ

た
こ

と
等
の

周
知
に

つ
い
て
（

依
頼

）
』

【
総

務
省
ホ

ー
ム
ペ

ー
ジ
よ
り

】

○
令

和
元
年

台
風
第

号
に

よ
る

災
害
「
特

定
非
常

災
害

」
指
定

に
つ
い

て
（

各
種
の

許
認

可
等
（
運

転
免

許
等
）

の
有
効

期
間
の
延

長
な

ど
が

行
わ
れ

ま
す

。）

○
「

令
和
元

年
台
風

第
号

に
よ

る
災

害
に
つ

い
て
の
特

定
非

常
災

害
及
び

こ
れ
に
対

し
適

用
す

べ

き
措

置
の
指

定
に
関

す
る
政
令

」
の

公
布

・
施
行

に
つ
い
て

以
上
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破
産
手
続
開
始
の
申
立
て
は
、
債
務
者
自
ら
が
す
る
場
合
の
ほ
か
、
債
権
者
も
す
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。

し
か
し
、
台
風
第
１
９
号
の
影
響
を
受
け
て
債
務
超
過
に
陥
っ
た
法
人
に
対
し
て
は
、
債
権

者
か
ら
破
産
手
続
開
始
の
申
立
て
を
さ
れ
た
と
し
て
も
、

(1
) 法
人
が
清
算
中
で
あ
る
場
合
ま
た
は
(2
)法
人
が
支
払
不
能
で
あ
る
場
合

を
除
き
、
令
和
３
年
１
０
月
９
日
（
土
）
ま
で
の
間
、
裁
判
所
に
よ
る
破
産
手
続
開
始
の
決
定

は
さ
れ
ま
せ
ん
。

③
法
人
に
係
る
破
産
手
続
開
始
の
決
定
の
留
保

台
風
第
１
９
号
に
際
し
災
害
救
助
法
が
適
用
さ
れ
た
市
区
町
村
に
住
所
を
有
し
て
い
た
相
続

人
の
方
々
を
対
象
に
、
「
相
続
の
承
認
又
は
放
棄
」
の
熟
慮
期
間
（
令
和
元
年
１
０
月
１
０
日

以
後
に
満
了
す
る
も
の
）
が
令
和
２
年
５
月
２
９
日
（
金
）
ま
で
延
長
さ
れ
ま
す
。

④
相
続
放
棄
等
の
熟
慮
期
間
の
延
長

台
風
第
１
９
号
に
際
し
災
害
救
助
法
が
適
用
さ
れ
た
市
区
町
村
に
住
所
、
居
所
、
営
業
所
又

は
事
務
所
を
有
し
て
い
た
方
が
、
令
和
元
年
１
０
月
１
０
日
（
木
）
か
ら
令
和
４
年
９
月
３
０

日
（
金
）
ま
で
に
、
台
風
第
１
９
号
に
よ
る
災
害
に
起
因
す
る
民
事
に
関
す
る
紛
争
に
つ
い
て

裁
判
所
に
民
事
調
停
の
申
立
て
を
す
る
場
合
に
は
、
手
数
料
の
納
付
が
免
除
さ
れ
ま
す
。

◎
詳
細
に
つ
い
て
は
、
最
寄
り
の
裁
判
所
に
お
尋
ね
く
だ
さ
い
。

〔
関
連
リ
ン
ク
〕

◎
裁
判
所
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト

民
事
調
停
手
続

ht
tp
:/
/w
w
w
.c
ou
rt
s.
go
.jp
/s
ai
ba
n/
sy
ur
ui
_m
in
zi
/m
in
zi
_0
4_
02
_1
0/
in
de
x.
ht
m
l

各
地
の
裁
判
所
一
覧

ht
tp
:/
/w
w
w
.c
ou
rt
s.
go
.jp
/m
ap
.h
tm
l

⑤
民
事
調
停
の
申
立
手
数
料
の
免
除

法
テ
ラ
ス
で
は
，
法
的
問
題
に
つ
い
て
，
解
決
に
役
立
つ
法
制
度
や
各
種
手
続
，
相
談
窓
口
等
の
情
報
を
提
供

し
て
い
ま
す
。

被
災
者
の
方
を
対
象
と
し
た
無
料
法
律
相
談
も
行
っ
て
い
ま
す
の
で
，
詳
し
く
は
下
記
に
お
問
い
合
わ
せ
く
だ

さ
い
。

お
な

や
み
レ
ス
キ
ュ
ー

被
災
者
専
用
フ
リ
ー
ダ
イ
ヤ
ル

０
１
２
０
ー
０
７
８
３
０
９

受
付
時
間
：
平
日

９
：
０
０
～
２
１
：
０
０

土
曜
日

９
：
０
０
～
１
７
：
０
０
（
祝
日
・
年
末
年
始
を
除
く
）

参
考
情
報
：
日
本
司
法
支
援
セ
ン
タ
ー
（
法
テ
ラ
ス
）
の
支
援
に
つ
い
て

被
災
者
の
み
な
さ
ま
へ
令
和
元
年
１
０
月
１
８
日

内
閣
府
・
総
務
省
・
法
務
省

ご
存
知
で
す
か
？

①
運
転
免
許
の
よ
う
な
許
認
可
等
に
つ
い
て
、
存
続
期
間
（
有
効
期
間
）
が

最
長
で
令
和
２
年
３
月
31
日
（
火
）
ま
で
延
長
さ
れ
ま
す
。

法
令
に
基
づ
く
届
出
な
ど
の
義
務
が
、
本
来
の
期
限
ま
で
に
履
行
で
き
な
か
っ
た
場
合

で
あ
っ
て
も
、
そ
れ
が
特
定
非
常
災
害
に
よ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
た
場
合
に
は
、

令
和
２
年
１
月
３
１
日
（
金
）
ま
で
に
履
行
す
れ
ば
、
行
政
上
及
び
刑
事
上
の
責
任
を

問
わ
れ
ま
せ
ん
。

②
事
業
報
告
書
の
提
出
、
薬
局
の
休
廃
止
等
の
届
出
な
ど
の
法
令
上
の
義
務
を

履
行
で
き
な
い
場
合
の
免
責
期
限
が
設
定
さ
れ
ま
す
（
令
和
２
年
１
月
31
日

（
金
）
ま
で
に
履
行
す
れ
ば
、
処
分
や
刑
罰
を
受
け
ま
せ
ん
。
）

※
詳
細
に
つ
い
て
は
、
法
令
に
基
づ
く
届
出
等
の
担
当
窓
口
に
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

◎
令
和
元
年
１
０
月
１
０
日
（
木
）
以
後
に
満
了
す
る
許
認
可
等
が
対
象
で
す
。

◎
対
象
と
な
る
具
体
的
な
許
認
可
等
、
対
象
地
域
、
延
長
後
の
満
了
日
は
、

今
後
、
各
府
省
の
告
示
で
定
め
ら
れ
ま
す
。

告
示
で
定
め
ら
れ
た
許
認
可
等
の
内
容
や
相
談
窓
口
に
つ
い
て
は
、

総
務
省
特
設
ペ
ー
ジ

（
ht
tp
:/
/w
w
w
.s
ou
m
u.
go
.jp
/r
01
_t
ai
fu
da
i1
9g
ok
an
re
nj
oh
o/
hi
sa
i.h
tm
l）

な
ど
で
、
随
時
更
新
し
、
お
知
ら
せ
し
て
い
き
ま
す
。

◎
な
お
、
告
示
の
な
い
許
認
可
等
や
告
示
に
指
定
さ
れ
た
地
域
以
外
の
方

な
ど
に
つ
い
て
も
、
申
出
に
よ
り
、
満
了
日
の
延
長
が
認
め
ら
れ
る

場
合
が
あ
り
ま
す
。

総
務
省

特
設
ペ
ー
ジ

★
運
転
免
許
の
よ
う
な
許
認
可
等
の
存
続
期
間
（
有
効
期
間
）
が
延
長
さ
れ
ま
す

★
各
種
届
出
な
ど
の
法
令
上
の
義
務
を
履
行
で
き
な
い
場
合
の
免
責
期
限
が
設
定
さ

れ
ま
す
（
処
分
や
刑
罰
を
受
け
ま
せ
ん
）

★
法
人
に
係
る
破
産
手
続
開
始
の
決
定
が
留
保
さ
れ
ま
す

★
相
続
放
棄
等
の
熟
慮
期
間
が
延
長
さ
れ
ま
す

★
民
事
調
停
の
申
立
手
数
料
が
免
除
さ
れ
ま
す

※
令
和
元
年
台
風
第
１
９
号
に
よ
る
災
害
が
特
定
非
常
災
害
に
指
定
さ
れ
る
こ
と
に
よ
り
、

特
定
非
常
災
害
特
別
措
置
法
に
基
づ
き
、
こ
れ
ら
の
措
置
が
講
じ
ら
れ
ま
す
。



─ 43 ─

長
野

県
行

政
書

士
会

々
員

様
 

令
和

元
年

10
月

  

台
風

15
号

・
19

号
に

よ
り

被
害

を
受

け
ら

れ
た

皆
様

へ
の

お
見

舞
い

と
 

弊
社

の
対

応
に

つ
い

て
の

お
知

ら
せ

 
 

ワ
イ

ズ
公

共
デ

ー
タ

シ
ス

テ
ム

株
式
会

社
 

 
こ

の
た
び

の
台
風

15
号

・
19

号
に
よ

り
被

災
さ

れ
た

皆
様

に
心
よ

り
お

見
舞

い
申

し
上

げ
ま
す

。
 

一
日

も
早

く
復

旧
さ

れ
ま

す
こ

と
を
心

か
ら

お
祈

り
申

し
上

げ
ま
す

。
 

ワ
イ

ズ
公
共

デ
ー
タ

シ
ス

テ
ム

で
は

、
地

域
を
守

り
・

支
え

る
建

設
業

の
皆
様

を
支

援
さ

せ
て

い
た

だ
く
た

め
、
被
災

さ
れ

た
お

客
様

向
け

に
災

害
対

応
策
を

実
施

さ
せ

て
い

た
だ

き
ま
す

。
 

被
災

さ
れ
た

建
設
関

連
企

業
様

に
対

す
る

支
援
措

置
と

い
た

し
ま

し
て

、
経
営

状
況

分
析

申
請

手
数

料
の
減

免
を
、
以

下
の

要
領

に
よ

り
実

施
さ

せ
て

い
た
だ

く
こ

と
と

な
り

ま
し

た
の
で

お
知

ら
せ

い
た

し
ま

す
。

 
 １

．
対

象
者
 

ワ
イ

ズ
公

共
デ

ー
タ

シ
ス

テ
ム
（

株
）
に

対
し
、
経

営
状

況
分

析
申
請

を
行

う
申

請
者

様
の

う
ち

、
令

和
元
年

9
月
発
生

の
台
風

15
号

、
10

月
発

生
の
台

風
19

号
よ

り
主

た
る

営
業
所
（

本
社

）
社

屋
に

損
壊

等
の
被

害
を
受

け
た

申
請

者
様
。

 
 ２

．
支

援
内

容
 

・
経

営
状

況
分

析
手

数
料

の
減

免
措
置

 
経

営
状

況
分

析
申

請
手
数

料
：

無
料

 
・

そ
の
他

 
経

営
状

況
分

析
結

果
の
紛

失
・

破
損

・
汚

れ
等

に
よ
る

交
換

料
金

の
無

料
化

 
災

害
に

よ
る

資
料

の
紛
失

・
破

損
・

汚
れ

等
に

よ
る
申

請
書

類
不

足
等

の
ご

相
談

 
そ

の
他

（
ご

相
談

く
だ
さ

い
）

 
 

詳
細
は

弊
社

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

を
ご
覧

く
だ

さ
い

。
 

ht
tp

://
w

w
w.

w
is

e-
pd

s.
jp

/ 
 ３

．
対

象
期

間
 

令
和

2
年

10
月

15
日

（
木
）

経
営
状

況
分

析
申

請
受

付
分

ま
で

 
 ４

．
必

要
書

類
 

申
請

者
様

の
主

た
る

営
業

所
（

本
社

）
社

屋
の

被
害

程
度
が

記
載
さ

れ
た
「

り
災

証
明
書

」
又

は
「

被
災

証
明

書
」
の

写

し
を

申
請

書
類

と
併

せ
て

ご
郵

送
く
だ

さ
い

。
電

子
申

請
の
場

合
は

FA
X
又

は
画

像
デ

ー
タ

に
よ
り

ご
送

信
く

だ
さ
い
。
 

 ５
．

本
件

に
関

す
る

お
問

合
わ

せ
先

・
経

営
状

況
分
析

申
請

資
料

の
ご

請
求

先
 

ワ
イ

ズ
公

共
デ

ー
タ

シ
ス

テ
ム

株
式
会

社
 

〒
38

0-
08

15
 長

野
県
長

野
市

田
町

21
20

-1
 

 
TE

L：
02

6-
23

2-
11

45
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相
続
証
明
制
度

 
を
ご
存
知
で
す
か
？

 
相
続
手
続
が
発
生
し
た
ら
「
相
続
証
明
制
度
」
を
ぜ
ひ
ご
利
用
く
だ
さ
い

 

※
相
続
手

続
で
必

要
と
な
る
書

類
は
，
各

機
関
で
異
な
り
ま
す
の

で
，
必
要
な
書
類
は

各
機
関

に
ご
照
会
く
だ
さ
い
。

 

※
戸
籍
謄

本
等
は

，
市
町

村
窓

口
で
取
得
す
る
必
要
が

あ
り
ま
す
。

 

 

長
野
地

方
法

務
局

 

 

①
各
機
関
へ
の
戸
籍

 
書
類
一
式
の
提
出
を

 
省
略
で
き
る
。

 

②
し
か
も
色
々
な
相
続

手
続
を
同
時
に
進

め
ら
れ
る
！

 

③
大
幅
な
時
間
短
縮

に
も
な
る
ん
だ
！

 

メ
リ
ッ
ト

 

相
続
証
明
制
度
の
詳
し
い
手
続
き
は

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

 

法
定
相
続
情
報
一
覧
図
の

 
写
し
を
交
付
し
ま
す

 

戸
籍
書
類
一
式

 

申
出
書
・
一
覧
図

 法
務
局
へ

 
申
出

 

 

法
務
局
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

 

同
時
に
進
め
ら
れ
る
イ
メ
ー
ジ

 

利
用
者
急
増
中

 

税 の 申 告 

銀
行
・
ゆ
う
ち
ょ
・

JA

等
の
金
融
機
関

 

預
金
払
戻
し

 

名
義
変
更

な
ど

 

税
務
署

 

相
続
税
の
申
告

 

保
険
会
社
・
運
輸
局
等

 

保
険
金
解
約

 

車
名
義
変
更

な
ど

 
法
務
局

 

相
続
登
記

 

相
続

証
明

制
度

に
関

す
る

手
続

は
専
門

家
に

依
頼

す
る
こ

と
も

で
き

ま
す
！

 

 
お
客

様
に
ご
準

備
 

い
た
だ
く
書

類
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元
資
第

2
7
3
号
 

令
和

元
年

（
2
0
19

年
）

1
2
月

1
2
日

 
  
長

野
県

行
政

書
士

会
長

 
様

 
長

野
県
環

境
部

資
源

循
環

推
進

課
長

 
 

成
年

被
後

見
人

等
の

権
利

の
制

限
に
係

る
措

置
の

適
正

化
を

図
る
た

め
の

関
係

法
律

の
 

整
備

に
関

す
る

法
律

等
の

施
行

に
つ
い

て
（

通
知

）
 

  
日

頃
よ

り
、

本
県

の
廃

棄
物

行
政
に

御
理

解
、

御
協

力
を

賜
り
厚

く
御

礼
申

し
上

げ
ま

す
。
 

 
さ

て
、

今
般

、
環

境
省

環
境

再
生

・
資

源
循

環
局

廃
棄

物
適

正
処

理
推

進
課

長
及

び
廃

棄
物

規
制

課
長

よ
り

別
添

の
と

お
り

、
成

年
被

後
見

人
等

の
権

利
の

制
限

に
係

る
措

置
の

適
正

化
等

を
図

る
た

め
の

関
係

法
律

の
整

備
に

関
す

る
法

律
（

令
和

元
年

法
律

第
3
7
号
）
第

1
6
9
条

の
規

定
に

よ
る

廃
棄

物
の
処

理
及
び

清
掃

に
関

す
る

法
律

（
昭
和

4
5
年
法

律
第

13
7
号

。
）
の
一

部
改
正

、
廃

棄
物

の
処

理
及

び
清
掃

に
関

す

る
法

律
施

行
令
（
昭

和
4
6
年
政

令
第

3
0
0
号

）
等

の
一

部
を

改
正
す

る
政

令
（

令
和

元
年

政
令
第

88
号
）

及
び
廃
棄

物
の

処
理

及
び

清
掃

に
関
す

る
法

律
施

行
規

則
（

昭
和

46
年
厚

生
省

令
第

35
号
）

等
の

一
部

を
改

正
す

る
省

令
（
令

和
元
年

環
境
省

令
第

14
号
）

が
令
和

元
年

1
2
月

1
4
日

か
ら

施
行

さ
れ
る

旨
通

知

が
あ

り
ま

し
た

。
 

 
改

正
の

主
な

内
容

は
下

記
の

と
お

り
で

す
が

、
許

可
申

請
等

に
お

い
て

改
正

前
規

則
に

お
い

て
提

出
を

義
務

付
け

て
い

た
「

成
年

被
後

見
人

及
び

被
保

佐
人

に
該

当
し

な
い

旨
の

登
記

事
項

証
明

書
」

に
つ

い
て

は
、

本
県

に
お

い
て

は
「

精
神

の
機

能
の

障
害

に
よ

り
、

廃
棄

物
の

処
理

の
業

務
を

適
切

に
行

う
に

当
た

っ
て

必
要

な
認

知
、

判
断

及
び

意
思

疎
通

を
適

切
に

行
う

こ
と

が
で

き
な

い
者

」
に

該
当

し
な

い
か

ど
う

か
を

審
査

す
る

た
め

に
必

要
と

認
め

ら
れ

る
書

類
と

し
て

、
引

き
続

き
提

出
を

求
め

る
こ

と
と

し
ま

す
の

で
、

貴
会

員
へ

の
周

知
に

つ
い

て
御
配

意
願

い
ま

す
。
 

 
な

お
、

本
改

正
に

合
わ

せ
て

、
産

業
廃

棄
物

収
集

運
搬

業
許

可
申

請
の

手
引

等
を

改
正

し
、

本
日

付
で

貴
会

に
通

知
し

て
い

る
こ

と
を

申
し
添

え
ま

す
。
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

記
 

１
 

従
前

は
、

成
年

被
後

見
人

、
被

保
佐

人
及

び
こ

れ
ら

の
者

を
役

員
等

と
す

る
者

は
廃

棄
物
処

理
業

等

の
許

可
を

受
け

る
こ

と
が

で
き

な
い

こ
と

と
さ

れ
て

い
た

が
、

改
正

に
よ

り
、

成
年

被
後

見
人

等
で

あ

る
か

否
か

に
か

か
わ

ら
ず

、
「

精
神

の
機

能
の

障
害

に
よ

り
、

廃
棄

物
の

処
理

の
業

務
を

適
切

に
行

う

に
当

た
っ

て
必

要
な

認
知

、
判

断
及

び
意

思
疎

通
を

適
切

に
行

う
こ

と
が

で
き

な
い

者
」

及
び

当
該

者

を
役

員
等

と
す

る
者

は
許

可
を

受
け
る

こ
と

が
で

き
な

い
と

さ
れ
た

。
 

２
 
廃
棄

物
処

理
業

者
等

又
は

そ
の
役

員
等

が
「

精
神

の
機

能
の
障

害
を

有
す

る
状

態
と

な
り
廃

棄
物

 
の

処
理
の

業
務

の
継

続
が

著
し

く
困
難

と
な

っ
た

者
」

に
該

当
す
る

に
至

っ
た

場
合

は
、

遅
滞
な

く
、

 
そ

の
旨
を
都
道

府
県

知
事

等
に

届
け
出

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

と
さ
れ

た
。

 
   

長
野

県
環

境
部

資
源

循
環

推
進

課
廃
棄

物
審

査
係
 

課
長

：
伊

東
 

和
徳

 
 

担
当

：
山
崎

 
千

晴
 

電
 

話
：

０
２

６
－

２
３

５
－

７
１
６

４
 

Ｆ
Ａ

Ｘ
：

０
２

６
－

２
３

５
－

７
２
５

９
 

E
-
m
a
i
l 

j
un
k
a
n@
p
r
ef
.
n
ag
a
n
o
.
l
g.
j
p 
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元
資

第
2
7
9
号

 

令
和

元
年

（
2
0
1
9
年

）
1
2
月

1
2
日

 

 

長
野
県
行

政
書
士
会
長

 
様
 

 

長
野
県
環

境
部
長
 

 

 

第
一
種
フ

ロ
ン
類
充
塡

回
収
業
登
録

申
請
の
手
引

の
改
正
に
つ

い
て
（
通
知

）
 

 

こ
の
こ
と

に
つ
い
て
、
成

年
被
後
見

人
等
の
権
利

の
制
限
に
係

る
措
置
の
適

正
化
等
を
図

る
た
め
の
関

係
法
律
の

整
備
に
関

す
る
法
律
第

1
7
2
条
の
規
定

に
よ
り
、
フ

ロ
ン
類
の

使
用
の
合
理

化
及
び
管
理

の
適
正
化
に

関
す
る
法
律

が
一
部
改

正
さ
れ
た
こ

と
及
び
フ
ロ

ン
類
の
使
用

の
合
理
化
及

び
管
理
の
適

正
化
に
関
す

る
法
律
施
行

規
則
の
一

部
を
改
正

す
る
省
令
が

、
令
和
元
年

1
2
月

1
4
日
か
ら
施
行
さ
れ

る
こ
と
等
に

伴
い
、
第

一
種

フ
ロ
ン
類

充
塡
回
収

業
登
録
申

請
の
手
引
を

下
記
の
と
お

り
改
正
し
ま

し
た
の
で
、

お
知
ら
せ
し

ま
す
。

 

 

記
  

 

１
 
主
な

改
正
内
容

 

 
(
1
)
欠

格
要

件
に

該
当

す
る

場
合

の
記

載
内

容
の

変
更
 

 
(
2
)
用

紙
の

大
き

さ
を

示
す

規
格

名
の

変
更

 
 

 
(
3
)
そ
の
他
、
所
要
の

改
正
 
（
詳

細
は
、
別
紙

「
手
引
の
改

正
内
容
」
を

御
参
照
く
だ

さ
い
。
）

 
 ２
 
施
行

期
日
 

 
 
令
和

元
年

1
2
月

1
4
日
 

 ３
 
公
開

先
ホ
ー
ム
ペ

ー
ジ
ア
ド
レ

ス
 

【
第
一
種

フ
ロ
ン
類
充

塡
回
収
業
登

録
申
請
の
手

引
】
 

h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
p
r
e
f
.
n
a
g
a
n
o
.
l
g
.
j
p
/
h
a
i
k
i
b
u
t
/
k
u
r
a
s
h
i
/
s
h
i
n
s
e
/
r
e
c
y
c
l
i
n
g
/
f
u
r
o
n
.
h
t
m
l
 

担
 
 
当

 
資
源
循
環

推
進
課
廃
棄

物
審
査
係

 
 
課
長
：

伊
東
 
和
徳

 
担
当
：
小

松
 
仁
美

 
電

 
 
話

 
0
2
6
-
23
5
-7
1
64
 

Ｆ
Ａ

Ｘ
 

 
0
2
6
-
2
3
5
-
7
2
5
9
 

電
子

ﾒ
ｰ
ﾙ
 
 
ha
i
k
is
h
in
s
a@
p
r
e
f.
n
ag
a
no
.
l
g
.j
p  

第一種フロン類充塡回収業登録申請の手引の改正内容 

                                         改正日：令和元年 12 月 14 日 

主な改正内容 
 
○ 第１ 第一種フロン類充塡回収業者の登録 

  １(2)添付書類アにおける法人の場合に提出を求めている商業・法人登記の登記事項証明書について、次の文言を追加。 

    →「商業・法人登記の登記事項証明書（現在事項全部証明書又は履歴事項全部証明書）」 

 

○ 第２ 登録の可否 

  (1)欠格要件に該当する場合に示した「成年被後見人若しくは被保佐人又は破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者」について、次のと 

   おり改める。 

   →「心身の故障によりその業務を適正に行うことができない者として主務省令で定めるもの又は破産手続開始の決定を受けて復権を得ない 

    者」 

 

○ 「第一種フロン類充塡回収業者登録（登録の更新）申請書（様式第１）」、「第一種フロン類充塡回収業者変更届出書（様式第２）」、「第一種フ

ロン類充塡回収業者のフロン類充塡量及び回収量等に関する報告書（様式第３）」及び「第一種フロン類充塡回収業者廃業等届出書（要領様式

第６号）」の備考に示した用紙の大きさ（日本工業規格Ａ４）について、次のとおり改める。 

  →「用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。」 

 

○ その他、所要の改正 

 

 

（別 紙） 
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元
資

第
2
8
0
号

 

令
和

元
年

（
2
0
1
9
年

）
1
2
月

1
2
日

 

一
般

社
団

法
人

長
野

県
資

源
循

環
保

全
協

会
会

長
 

様
 

長
野

県
行

政
書

士
会

会
長

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

様
 

長
野

県
環

境
部

長
 

 
 

産
業

廃
棄

物
処

理
業

等
の

許
可

申
請

に
係

る
手

引
の

改
定

に
つ

い
て

（
通

知
）

 
  
こ

の
こ

と
に

つ
い

て
、

「
成

年
被

後
見

人
等

の
権

利
の

制
限

に
係

る
措

置
の

適
正

化
等

を
図

る
た

め
の

関
係

法

律
の

整
備

に
関

す
る

法
律

」
（

令
和

元
年

法
律

第
3
7
号

）
の

施
行

に
伴

い
、

標
記

手
引

を
下

記
の

と
お

り
一

部
改

定
し

た
の

で
、

お
知

ら
せ

し
ま

す
。
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ht
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各手引の主な改定内容 

改定した手引 主な改定内容 

⑴産業廃棄物収集運搬業許可申請の

手引（積替保管施設なし） 

⑵産業廃棄物収集運搬業許可申請の

手引（積替保管施設あり） 

⑶産業廃棄物処理施設・（特別管理）

産業廃棄物処理業許可申請の手引 

⑷一般廃棄物処理施設設置許可申請 

の手引 

⑸再生利用業指定申請の手引 

⑹廃棄物再生事業者登録の手引 

⑺二以上の事業者による産業廃棄物

の処理に係る手特例認定申請の手

引 

 
○ ⑴の「（表２）（特別管理）産業廃棄物収集運搬業許可申請書添付書類」の欄外※５ 
  ⑵の「（表３）産業廃棄物収集運搬業許可申請書添付書類」の欄外※５ 
  ⑶の「添付書類等」の欄外※１ 
  ⑷の「添付書類等」の欄外※１ 
  ⑸の「（表３）再生利用業指定申請書添付書類」の欄外※４ 
  ⑺の「添付書類等 表２ 二以上の事業者による産業廃棄物の処理に係る特例認定申請書関係」の欄外※１ 

に次の文言を追加する。 
  → 後見等登記事項証明書について、成年被後見人又は被保佐人として登記されていないことの証明書の提出

がない場合には、欠格要件に該当しないかどうかを審査するために必要と認められる書類の提出を求める場

合があります。 
 
○ ⑴⑵⑶の「申請・届出にあたっての留意点」の「８ 特定欠格要件該当の届出について」 
  ⑷の「申請・届出にあたっての留意点」の「７ 特定欠格要件該当の届出について」 
 に、「心身の故障によりその業務を適切に行うことができない者として環境省令（再生利用業の場合は条例施行

規則）で定めるもの」に該当した場合についての届出手続についての記載を追加。 
 
○ ⑴⑵の「（特別管理）産業廃棄物処理業者に係る欠格要件該当届出書」（様式 25）【施行細則様式第 18 号の２】 

  ⑶の「一般廃棄物処理施設（産業廃棄物処理施設）設置者に係る欠格要件該当届出書」（様式 38）【施行細則様

式第９号の３】 

  ⑶の「（特別管理）産業廃棄物処理業者に係る欠格要件該当届出書」（様式 39）【施行細則様式第 18 号の２】 

  ⑷の「一般廃棄物処理施設（産業廃棄物処理施設）設置者に係る欠格要件該当届出書」（様式 30）【施行細則様

式第９号の３】 

  ⑸の「再生利用業者に係る欠格要件該当届出書」（様式 25）【要領様式第 83 号】 

を、「心身の故障によりその業務を適切に行うことができない者として環境省令（再生利用業の場合は条例施行

規則）で定めるもの」に該当した場合にも対応できるよう変更。 

 
○ ⑴⑵⑶⑷⑸⑹⑺の「（別紙１）欠格要件について」の記載を廃棄物処理法の改正に合わせ以下のとおり改める。 

  ①「１ 成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ない者」を「１ 心身の故障によりその業務を

（別 紙） 
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改定した手引 主な改定内容 

適切に行うことができない者として環境省令で定めるもの」に改める。 

  ②「２ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者」を新たに追加する 

  ③ 上記２の新たな規定による条ずれ箇所の整理により、２以降の番号を改める。 

 

○ ⑴⑵⑶⑷⑸⑺「（別紙２）後見等登記事項証明書について」の記載を以下のとおり改める。 

（旧）「後見等の登記事項証明書は、欠格要件のうち、成年被後見人又は被保佐人に該当していないかどうかを

審査するために必要になる書類です。」 

（新）「後見等の登記事項証明書は、欠格要件のうち、心身の故障によりその業務を適切に行うことができない

者として環境省令で定めるものに該当していないかどうかを審査するために必要になる書類です。」 

 

○⑷「一般廃棄物処理施設設置許可申請書」（様式11）【施行細則様式第１号】 

  「一般廃棄物処理施設変更許可申請書」（様式12）【施行細則様式第６号】 

  「一般廃棄物処理施設譲受け（借受け）許可申請書」（様式18）【施行細則様式第16号】 

  「相続届出書」（様式21）【施行細則様式第18号】 

中の記載を以下のとおり改める。 

（旧）「法第７条第５項第４号のチに規定する未成年者」 

（新）「法第７条第５項第４号のリに規定する未成年者」 

 

○ ⑷「誓約書」（様式29）【要領様式第18号】の記載を以下のとおり改める。 

 （旧）「申請者は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第７条第５項第２号イからヌに該当しない者であること

を誓約します。」 

 （新）「申請者は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第７条第５項第２号イからルに該当しない者であること

を誓約します。」 

 

○ ⑹の「 ３ 再生事業者登録の申請手続」の(4) 再生事業者登録の申請時に提出を求めている添付書類につい

て、「その他事業を適切に行うことができる者であることを明らかにするために必要と認める書類（申請者が個

人（法人）である場合）」の備考欄の記載内容を次のとおり改める。 

改定した手引 主な改定内容 

（旧）「○次に掲げる者が法第７条第５項第４号イからヌ及び法施行規則第９条の３第１号に該当しない者であ 

ることを誓約する書類（誓約書）（様式第４）」 

（新）「○次に掲げる者が法第７条第５項第４号イからル及び法施行規則第９条の３第１号に該当しない者であ 

ることを誓約する書類（誓約書）（様式第４）」 

 

○ ⑹の「誓約書（様式４）」及び「誓約書（様式４）記載例」における「○廃棄物の処理及び清掃に関する法律

第７条第５項第４号」の規定文について、次のとおり改める。 

  ①「イ 成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ないもの」を「イ 心身の故障によりその業 

務を適切に行うことができない者として環境省令で定めるもの」に改める。 

  ②「ロ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者」の規定を新たに追加する 

  ③ 上記ロの新たな規定による条ずれ箇所の整理により、「ロ～ヌ」を「ハ～ル」に改める。 

 

○ その他所要の改正（「日本工業規格」の「日本産業規格」への名称変更など。） 
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元年第 283 号 

令和元年（2019 年）12 月 13 日 

 

一般社団法人長野県資源循環保全協会会長 様 

長野県行政書士会会長          様 

 

長野県環境部長 

 

廃棄物の適正な処理の確保に関する条例及び同施行規則の一部改正及び 

これに伴う逐条解説の改定について（通知） 

 

貴会におかれましては、日頃から当県の廃棄物行政に御理解、御協力を頂き感謝申

し上げます。 

このたび、「成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法

律の整備に関する法律」（令和元年法律第 37 号）の施行に伴う廃棄物処理法令の一部

改正に合わせ、標記条例及び同施行規則が別添のとおり一部改正され、本年 12 月 14

日に施行されます。また、これに伴い逐条解説につきましても別添のとおり改定しま

したのでお知らせします。 
なお、改正後の条例等については、下記のとおり長野県ホームページに掲載してい

ます。 

 

記 

１ 廃棄物の適正な処理の確保に関する条例（平成 20 年長野県条例第 16 号） 

（ https://www.pref.nagano.lg.jp/haikibut/kurashi/recycling/haikibutsu/jore/dojore

.html） 

２ 廃棄物の適正な処理の確保に関する条例施行規則（平成 20 年長野県規則第 44 号） 

（https://www.pref.nagano.lg.jp/haikibut/kurashi/recycling/haikibutsu/jore/shikok

isoku/index.html） 

３ 条例逐条解説 

（http://svcms.pref.nagano.lg.jp/cms8341/haikibut/kurashi/recycling/haikibutsu/jo

re/documents/r011214haikibutsujyorei_chikujyo.pdf） 

 

 

 

 

 

担 当   資源循環推進課 廃棄物審査係 
  （課長）伊東和徳 （担当）河内良平 

電 話   026-235-7164 
ﾌｧｸｼﾐﾘ   026-235-7259 
防災電話  8-231-2826 
電子ﾒｰﾙ  haikishinsa@pref.nagano.lg.jp 
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お 知 ら せ

改正行政書士法の成立について

日行連、日政連が中心となり活動をしておりました「行政書士法の一部を改正する法律案」
が 11 月 21 日開催の衆議院本会議にて全会一致で可決され、また 11 月 27 日開催の参議院本会
議にて全会一致で可決され、成立しましたので、お知らせいたします。

経　　過

11 月 19 日（火）衆議院総務委員会　全会一致で可決
11 月 21 日（木）衆議院本会議　全会一致で可決
11 月 26 日（火）参議院総務委員会　全会一致で可決
11 月 27 日（水）参議院本会議　全会一致で可決成立（法律案成立）
12 月   4 日（水）「行政書士法の一部を改正する法律案」公布

行政書士法の一部を改正する法律案要旨

本法律案は、近時の行政書士制度を取り巻く状況の変化を踏まえ、法律の目的に国民の権利
利益の実現に資することを明記し、社員が一人の行政書士法人の設立を可能とする措置を講ず
るとともに、行政書士会による会員に対する注意勧告に関する規定を設けようとするものであ
り、その主な内容は次のとおりである。

一、目的の改正
　　法律の目的に、国民の権利利益の実現に資することを明記する。

二、社員が一人の行政書士法人の設立等の許容
　　1　行政書士法人を社員一人で設立することができるものとする。
　　2　行政書士法人の解散事由として、社員の欠亡を追加する。
　　3　社員が一人になったことを行政書士法人の解散事由とする規定を削る。
　　4　�行政書士法人の清算人は、社員の死亡により社員が欠亡し、行政書士法人が解散す

るに至った場合には、当該社員の相続人の同意を得て、新たに社員を加入させて行
政書士法人を継続することができるものとする。

三、行政書士会による注意勧告に関する規定の新設
　　�行政書士会は、会員がこの法律又はこの法律に基づく命令、規則その他都道府県知事の
処分に違反するおそれがあると認めるときは、会則の定めるところにより、当該会員に
対して、注意を促し、又は必要な措置を講ずべきことを勧告することができるものとする。

四、施行期日
　　この法律は、公布の日から起算して一年六月を経過した日から施行する。
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一

行
政
書
士
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案

新
旧
対
照
条
文

○
行
政
書
士
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
四
号
）

抄

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

案

現

行

（
目
的
）

第
一
条

こ
の
法
律
は
、
行
政
書
士
の
制
度
を
定
め
、
そ
の
業
務
の
適
正
を
図

る
こ
と
に
よ
り
、
行
政
に
関
す
る
手
続
の
円
滑
な
実
施
に
寄
与
す
る
と
と
も

に
国
民
の
利
便
に
資
し
、
も
つ
て
国
民
の
権
利
利
益
の
実
現
に
資
す
る
こ
と

を
目
的
と
す
る
。

（
設
立
）

第
十
三
条
の
三

行
政
書
士
は
、
こ
の
章
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
行
政
書

士
法
人
（
第
一
条
の
二
及
び
第
一
条
の
三
第
一
項
（
第
二
号
を
除
く
。
）
に
規

定
す
る
業
務
を
行
う
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
行
政
書
士
が
設
立
し
た
法
人
を

い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
設
立
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
設
立
の
手
続
）

第
十
三
条
の
八

行
政
書
士
法
人
を
設
立
す
る
に
は
、
そ
の
社
員
と
な
ろ
う
と

す
る
行
政
書
士
が
、
定
款
を
定
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
・
３

〔
略
〕

（
解
散
）

第
十
三
条
の
十
九

〔
略
〕

一
～
六

〔
略
〕

七

社
員
の
欠
亡

（
目
的
）

第
一
条

こ
の
法
律
は
、
行
政
書
士
の
制
度
を
定
め
、
そ
の
業
務
の
適
正
を
図

る
こ
と
に
よ
り
、
行
政
に
関
す
る
手
続
の
円
滑
な
実
施
に
寄
与
し
、
あ
わ
せ

て
、
国
民
の
利
便
に
資
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

（
設
立
）

第
十
三
条
の
三

行
政
書
士
は
、
こ
の
章
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
行
政
書

士
法
人
（
第
一
条
の
二
及
び
第
一
条
の
三
第
一
項
（
第
二
号
を
除
く
。
）
に
規

定
す
る
業
務
を
組
織
的
に
行
う
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
行
政
書
士
が
共
同
し

て
設
立
し
た
法
人
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
設
立
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
設
立
の
手
続
）

第
十
三
条
の
八

行
政
書
士
法
人
を
設
立
す
る
に
は
、
そ
の
社
員
と
な
ろ
う
と

す
る
行
政
書
士
が
、
共
同
し
て
定
款
を
定
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
・
３

〔
略
〕

（
解
散
）

第
十
三
条
の
十
九

〔
略
〕

一
～
六

〔
略
〕

［
新
設
］
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二

［
削
る
］

２

行
政
書
士
法
人
は
、
前
項
第
三
号
の
事
由
以
外
の
事
由
に
よ
り
解
散
し
た

と
き
は
、
解
散
の
日
か
ら
二
週
間
以
内
に
、
そ
の
旨
を
、
主
た
る
事
務
所
の

所
在
地
の
行
政
書
士
会
を
経
由
し
て
、
日
本
行
政
書
士
会
連
合
会
に
届
け
出

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
行
政
書
士
法
人
の
継
続
）

第
十
三
条
の
十
九
の
二

行
政
書
士
法
人
の
清
算
人
は
、
社
員
の
死
亡
に
よ
り

前
条
第
一
項
第
七
号
に
該
当
す
る
に
至
つ
た
場
合
に
限
り
、
当
該
社
員
の
相

続
人
（
第
十
三
条
の
二
十
一
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
会
社
法
第
六
百
七

十
五
条
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法
第
六
百
八
条
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
社
員

の
権
利
を
行
使
す
る
者
が
定
め
ら
れ
て
い
る
場
合
に
は
そ
の
者
）
の
同
意
を

得
て
、
新
た
に
社
員
を
加
入
さ
せ
て
行
政
書
士
法
人
を
継
続
す
る
こ
と
が
で

き
る
。

（
裁
判
所
に
よ
る
監
督
）

第
十
三
条
の
十
九
の
三

〔
略
〕

（
解
散
及
び
清
算
の
監
督
に
関
す
る
事
件
の
管
轄
）

第
十
三
条
の
十
九
の
四

〔
略
〕

（
検
査
役
の
選
任
）

第
十
三
条
の
十
九
の
五

〔
略
〕

２

行
政
書
士
法
人
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
場
合
の
ほ
か
、
社
員
が
一
人
に

な
り
、
そ
の
な
つ
た
日
か
ら
引
き
続
き
六
月
間
そ
の
社
員
が
二
人
以
上
に
な

ら
な
か
つ
た
場
合
に
お
い
て
も
、
そ
の
六
月
を
経
過
し
た
時
に
解
散
す
る
。

３

行
政
書
士
法
人
は
、
第
一
項
第
三
号
の
事
由
以
外
の
事
由
に
よ
り
解
散
し

た
と
き
は
、
解
散
の
日
か
ら
二
週
間
以
内
に
、
そ
の
旨
を
、
主
た
る
事
務
所

の
所
在
地
の
行
政
書
士
会
を
経
由
し
て
、
日
本
行
政
書
士
会
連
合
会
に
届
け

出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

［
新
設
］

（
裁
判
所
に
よ
る
監
督
）

第
十
三
条
の
十
九
の
二

〔
略
〕

（
解
散
及
び
清
算
の
監
督
に
関
す
る
事
件
の
管
轄
）

第
十
三
条
の
十
九
の
三

〔
略
〕

（
検
査
役
の
選
任
）

第
十
三
条
の
十
九
の
四

〔
略
〕
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三

（
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関
す
る
法
律
及
び
会
社
法
の
準
用

等
）

第
十
三
条
の
二
十
一

〔
略
〕

２

会
社
法
第
六
百
四
十
四
条
（
第
三
号
を
除
く
。
）
、
第
六
百
四
十
五
条
か
ら

第
六
百
四
十
九
条
ま
で
、
第
六
百
五
十
条
第
一
項
及
び
第
二
項
、
第
六
百
五

十
一
条
第
一
項
及
び
第
二
項
（
同
法
第
五
百
九
十
四
条
の
準
用
に
係
る
部
分

を
除
く
。
）
、
第
六
百
五
十
二
条
、
第
六
百
五
十
三
条
、
第
六
百
五
十
五
条
か

ら
第
六
百
五
十
九
条
ま
で
、
第
六
百
六
十
二
条
か
ら
第
六
百
六
十
四
条
ま
で
、

第
六
百
六
十
六
条
か
ら
第
六
百
七
十
三
条
ま
で
、
第
六
百
七
十
五
条
、
第
八

百
六
十
三
条
、
第
八
百
六
十
四
条
、
第
八
百
六
十
八
条
第
一
項
、
第
八
百
六

十
九
条
、
第
八
百
七
十
条
第
一
項
（
第
一
号
及
び
第
二
号
に
係
る
部
分
に
限

る
。
）
、
第
八
百
七
十
一
条
、
第
八
百
七
十
二
条
（
第
四
号
に
係
る
部
分
に
限

る
。
）
、
第
八
百
七
十
四
条
（
第
一
号
及
び
第
四
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
、

第
八
百
七
十
五
条
並
び
に
第
八
百
七
十
六
条
の
規
定
は
、
行
政
書
士
法
人
の

解
散
及
び
清
算
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
法
第
六
百

四
十
四
条
第
一
号
中
「
第
六
百
四
十
一
条
第
五
号
」
と
あ
る
の
は
「
行
政
書

士
法
第
十
三
条
の
十
九
第
一
項
第
三
号
」
と
、
同
法
第
六
百
四
十
七
条
第
三

項
中
「
第
六
百
四
十
一
条
第
四
号
又
は
第
七
号
」
と
あ
る
の
は
「
行
政
書
士

法
第
十
三
条
の
十
九
第
一
項
第
五
号
か
ら
第
七
号
ま
で
」
と
、
同
法
第
六
百

五
十
八
条
第
一
項
及
び
第
六
百
六
十
九
条
中
「
法
務
省
令
」
と
あ
る
の
は
「
総

務
省
令
」
と
、
同
法
第
六
百
六
十
八
条
第
一
項
及
び
第
六
百
六
十
九
条
中
「
第

（
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関
す
る
法
律
及
び
会
社
法
の
準
用

等
）

第
十
三
条
の
二
十
一

〔
略
〕

２

会
社
法
第
六
百
四
十
四
条
（
第
三
号
を
除
く
。
）
、
第
六
百
四
十
五
条
か
ら

第
六
百
四
十
九
条
ま
で
、
第
六
百
五
十
条
第
一
項
及
び
第
二
項
、
第
六
百
五

十
一
条
第
一
項
及
び
第
二
項
（
同
法
第
五
百
九
十
四
条
の
準
用
に
係
る
部
分

を
除
く
。
）
、
第
六
百
五
十
二
条
、
第
六
百
五
十
三
条
、
第
六
百
五
十
五
条
か

ら
第
六
百
五
十
九
条
ま
で
、
第
六
百
六
十
二
条
か
ら
第
六
百
六
十
四
条
ま
で
、

第
六
百
六
十
六
条
か
ら
第
六
百
七
十
三
条
ま
で
、
第
六
百
七
十
五
条
、
第
八

百
六
十
三
条
、
第
八
百
六
十
四
条
、
第
八
百
六
十
八
条
第
一
項
、
第
八
百
六

十
九
条
、
第
八
百
七
十
条
第
一
項
（
第
一
号
及
び
第
二
号
に
係
る
部
分
に
限

る
。
）
、
第
八
百
七
十
一
条
、
第
八
百
七
十
二
条
（
第
四
号
に
係
る
部
分
に
限

る
。
）
、
第
八
百
七
十
四
条
（
第
一
号
及
び
第
四
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
、

第
八
百
七
十
五
条
並
び
に
第
八
百
七
十
六
条
の
規
定
は
、
行
政
書
士
法
人
の

解
散
及
び
清
算
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
法
第
六
百

四
十
四
条
第
一
号
中
「
第
六
百
四
十
一
条
第
五
号
」
と
あ
る
の
は
「
行
政
書

士
法
第
十
三
条
の
十
九
第
一
項
第
三
号
」
と
、
同
法
第
六
百
四
十
七
条
第
三

項
中
「
第
六
百
四
十
一
条
第
四
号
又
は
第
七
号
」
と
あ
る
の
は
「
行
政
書
士

法
第
十
三
条
の
十
九
第
一
項
第
五
号
若
し
く
は
第
六
号
又
は
第
二
項
」
と
、

同
法
第
六
百
五
十
八
条
第
一
項
及
び
第
六
百
六
十
九
条
中
「
法
務
省
令
」
と

あ
る
の
は
「
総
務
省
令
」
と
、
同
法
第
六
百
六
十
八
条
第
一
項
及
び
第
六
百
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四

六
百
四
十
一
条
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
」
と
あ
る
の
は
「
行
政
書
士
法
第

十
三
条
の
十
九
第
一
項
第
一
号
又
は
第
二
号
」
と
、
同
法
第
六
百
七
十
条
第

三
項
中
「
第
九
百
三
十
九
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
行
政
書
士
法
第
十
三

条
の
二
十
の
二
第
六
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
九
百
三
十
九
条
第
一
項
」
と
、

同
法
第
六
百
七
十
三
条
第
一
項
中
「
第
五
百
八
十
条
」
と
あ
る
の
は
「
行
政

書
士
法
第
十
三
条
の
二
十
一
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
五
百
八
十
条
第

一
項
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

３
～
７

〔
略
〕

（
行
政
書
士
会
の
報
告
義
務
）

第
十
七
条

〔
略
〕

（
注
意
勧
告
）

第
十
七
条
の
二

行
政
書
士
会
は
、
会
員
が
こ
の
法
律
又
は
こ
の
法
律
に
基
づ

く
命
令
、
規
則
そ
の
他
都
道
府
県
知
事
の
処
分
に
違
反
す
る
お
そ
れ
が
あ
る

と
認
め
る
と
き
は
、
会
則
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
会
員
に
対
し
て
、

注
意
を
促
し
、
又
は
必
要
な
措
置
を
講
ず
べ
き
こ
と
を
勧
告
す
る
こ
と
が
で

き
る
。

六
十
九
条
中
「
第
六
百
四
十
一
条
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
」
と
あ
る
の
は

「
行
政
書
士
法
第
十
三
条
の
十
九
第
一
項
第
一
号
又
は
第
二
号
」
と
、
同
法

第
六
百
七
十
条
第
三
項
中
「
第
九
百
三
十
九
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
行

政
書
士
法
第
十
三
条
の
二
十
の
二
第
六
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
九
百
三
十

九
条
第
一
項
」
と
、
同
法
第
六
百
七
十
三
条
第
一
項
中
「
第
五
百
八
十
条
」

と
あ
る
の
は
「
行
政
書
士
法
第
十
三
条
の
二
十
一
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す

る
第
五
百
八
十
条
第
一
項
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

３
～
７

〔
略
〕

（
行
政
書
士
会
の
報
告
義
務
）

第
十
七
条

〔
略
〕

［
新
設
］
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行政書士無料相談について
� 広報監察部

行政書士制度広報月間（10 月 1 日から 31 日）行事の一つとして、行政書士による対面無料
相談を各支部で開催し、行政手続等の相談に応じました。無料相談開催の状況、内容別相談件
数は、次のとおりです。

支部 開 催 日 時 開　催　場　所

無料相談の内容・件数

合
　
　
計

遺
言
相
続

各
種
契
約

定
款
内
容
証
明
等

不
動
産
関
係

戸
籍
関
係

建
設
風
営

法
人
設
立

農
地
転
用

自
動
車
関
係

入
管
関
係

土
地
開
発

代
理
業
務

行
政
不
服
申
立

そ

の

他

佐久 10 月 19 日（土）
10：00 ～ 15：30

イオンモール佐久平 2F
イベントホール 15 3 3 1 7 29

上田 10 月 26 日（土）
9：00 ～ 12：00 上田中央公民館 2 1 3

諏訪

9 月 21（土）
10：00 ～ 16：00

諏訪市駅前広場すわっチャオ
3F　第 3 会議室 7 4 1 1 13

10 月 26（土）
10：00 ～ 16：00

諏訪市駅前広場すわっチャオ
3F　第 1 会議室

伊那

10 月 6 日（日）
10：00 ～ 15：00 伊那市立伊那図書館 1 1

10 月 13 日（日）
10：00 ～ 15：00 駒ヶ根商工会館 2 階 1 1 2

飯田 10 月 27 日（日）
10：00 ～ 15：00

（公財）南信州・飯田産業
センター 8 1 9

松本

10 月 12 日（土）
10：00 ～ 15：00

松本市勤労者福祉センター
2-1 会議室 21 1 2 1 25

10 月 17 日（木）
10：00 ～ 15：00

安曇野市役所
211･212･213･214 号室 

10 月 18 日（金）
10：00 ～ 15：00

塩尻市市民交流センター
（えんぱーく）
301･304･305 号室

10 月 20 日（土）
10：00 ～ 15：00

大町市総合福祉センター
第 1･ 第 2 会議室

10 月 21 日（日）
10：00 ～ 15：00

木曽町文化交流センター
3 階和室

長野

10 月 2 日（水）
13：00 ～ 16：00 もんぜんぷら座　　 5 2 1 8

10 月 8 日（火）
9：30 ～ 12：00 東長野いこいの家

10 月 28 日（月）
13：30 ～ 16：00 須坂商工会議所

北信 10 月 12 日（日）
10：00 ～ 16：00 中野市民会館 44 号室 1 1 1 3

合　　計 60 2 10 5 5 1 10 93
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斡　旋　物　一　覧

品　　　　名 価　　格 備考

行 政 書 士 徽 章（ネジ） 2,700 円 送料実費

行 政 書 士 徽 章（タイタック） 2,700 円 　　〃

事 件 簿 用 紙 300 円 　　〃

領 収 書 700 円 　　〃

戸 籍 謄 本 等 職 務 上 請 求 書
（新様式・A 4 版） 800 円 「購入申込書」と「誓約書」で注文願います。

送料実費

自 然 公 園 法 の 手 引 1,000 円 　　〃

新会社法パート 2（H18. 8. 11） 1,500 円 　　〃

長野県収入証紙の販売について

本会では、長野県収入証紙を販売しております。
購入方法は、事務局へお申し込みをいただき、現金または請求払いの何れかの方法で購入
していただけます。
購入方法等の詳細については、長野県収入証紙売りさばき取扱規程をご覧いただくか、事
務局にお問い合わせください。
なお、年間 10 万円以上購入されますと、年度末に約 1パーセントを還元しておりますの
で、是非ご利用をお願いします。

行政書士業務を廃止される方へ

行政書士は、その業を廃止しようとするときは、遅滞なく、その旨を所属の行政書
士会を経由して日本行政書士会連合会に届出なければならないとされています（行政
書士法施行規則第 12 条）。
また、その手続は、行政書士法第 7条の 4及び日本行政書士会連合会会則第 53 条
に基づき規則で定めることとなっており、登録の抹消日については、日本行政書士会
連合会が行政書士登録抹消届出書を受け付けた日又は届出者が希望する廃業日のいず
れか遅い日とすることとしています（行政書士登録事務取扱規則第 24 条の 4）。
行政書士業務の廃止を予定されている方は、廃止予定日が決まった場合、事前に本
会にご連絡いただき、案内に従い、その旨を届出いただきますようお願いいたしま
す。
なお、廃止予定日を月末とされる場合は、必ず当該月内に届出書が本会から日本行
政書士会連合会に到達することが条件となりますので、事前に手続日程等をご確認の
うえ、お手続きください。
※廃業を予定する月内に届出書が日本行政書士会連合会へ到達しなかった場合、上
記規定により抹消日が翌月となるため、翌月分の本会会費が発生する場合があります
ので、十分に御留意ください。
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会 議 報 告

□ADR手続実施者養成研修

１　と　　き　令和元年 10 月 18 日（金）

２　と こ ろ　松本市、松本市駅前会館

３　出 席 者　�和田センター長、深澤副センター

長、二瓶運営委員、会員 8名

４　研修内容　�専門分野（住宅敷金に関する紛

争）、効果測定

５　講　　師　深澤副センター長

□ゆうちょ銀行との打ち合わせ

１　と　　き　令和元年 10 月 18 日（金）

２　と こ ろ　�長野市、ゆうちょ銀行エリア本部

３　出 席 者　�松島副会長、栁澤部長、古谷副部

長

□法務部会

１　と　　き　令和元年 10 月 18 日（金）

２　と こ ろ　長野市、会館

３　出 席 者　�松島副会長、栁澤部長、古谷副部

長、山田、木村各部員

４　会議事項

　（1）ゆうちょ銀行との打ち合わせ

　（2）研修について

　（3）災害時対応について

　（4）その他

□東京会中西豊先生黄綬褒章受章	
祝賀会

１　と　　き　令和元年 10 月 19 日（土）

２　と こ ろ　東京都、京王プラザホテル

３　出 席 者　山本会長

□特定行政書士法定研修考査

１　と　　き　令和元年 10 月 20 日（日）

２　と こ ろ　長野市、会館

３　出 席 者　�岡田部長、西澤副部長、古谷部

員、受験者 4名

□自動車保有関係手続きのワンス
トップサービスに係る連絡会

１　と　　き　令和元年 10 月 23 日（水）

２　と こ ろ　長野市、長野運輸支局

３　出 席 者　�大槻部長、中塚副部長、長崎部員

□ブラッシュアップ研修会

１　と　　き　�令和元年 10 月 24 日（木）、25 日

（金）

２　と こ ろ　長野市、会館

３　出 席 者　�松島副会長、岡田部長、西澤副部

長、渡邊、二瓶、古谷各部員、会

員 16 名

４　研修内容

　（1）�専門業務研修（農林建設部、運輸交通部、

国際部）

　（2）未来の行政書士を考える

　（3）�パネルディスカッション「副会長が語るこ

れからの行政書士」

　（4）専門業務研修（環境生安部、法務部）

　（5）コンプライアンス

□災害対策本部会議

１　と　　き　令和元年 10 月 25 日（金）

２　と こ ろ　長野市、会館

３　出 席 者　�山本会長、赤羽、清水、松島各副

会長、宮下総務部長、栁澤法務部

長、和田広報監察部長、新潟会善

養寺貴洋先生

４　会議事項

　（1）�台風第 19 号に係る被災者等支援の状況に
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ついて

　（2）�新潟会の先生による支援活動に関する指導

　（3）その他

□行政書士試験実施に係る	 	
打ち合わせ会議

１　と　　き　令和元年 10 月 29 日（火）

２　と こ ろ　長野市、会館

３　出 席 者　�山本会長、松島、赤羽各会場責任

者、各試験監督員、各試験本部員

４　会議事項

　（1）令和元年度行政書士試験合同会議

　（2）令和元年度行政書士試験会場別会議

　（3）その他

□ADR手続実施者養成研修

１　と　　き　令和元年 11 月 1 日（金）

２　と こ ろ　松本市、松本市駅前会館

３　出 席 者　�和田センター長、深澤副センター

長、会員 8名

４　研修内容　調停人養成（基礎編）

５　講　　師　和田センター長

□一日合同行政相談所

１　と　　き　令和元年 11 月 1 日（金）

２　と こ ろ　飯田市、飯田市役所

３　出 席 者　木下、久保田各飯田支部会員

□神奈川会国際部主催研修会

１　と　　き　令和元年 11 月 8 日（金）

２　と こ ろ　横浜市、神奈川県民ホール

３　出 席 者　�赤羽副会長、春日部長、三浦副部

長、宮本部員

４　演　　題　�在留資格①特定技能・②永住者に

ついて

５　講　　師　�法務省東京出入国在留管理局横浜

支局派遣講師及び神奈川会講師

□（公社）長野県建築士会主催台
風 19号災害の被災者支援のた
めの建築・住宅に関する消費者
総合相談体制の構築に向けた打
ち合わせ会議

１　と　　き　令和元年 11 月 8 日（金）

２　と こ ろ　長野市、長野県建築士会館

３　出 席 者　赤羽農林建設部長

４　議　　題

　（1）これまでの連絡会の取り組み状況について

　（2）�被災者支援のための相談体制の再構築につ

いて

　（3）具体的な相談事業の実施方法について

　（4）その他

□東京入管外国人を対象とした	
無料相談会

１　と　　き　令和元年 11 月 12 日（火）

２　と こ ろ　東京都、東京入管

３　出 席 者　宮本国際部員

□埼玉会・東京会ADRセンター	
視察

１　と　　き　令和元年 11 月 12 日（火）、13（水）

２　と こ ろ　�さいたま市、行政書士ADRセン

ター埼玉	  

東京都、行政書士ADRセンター

東京

３　出 席 者　�和田センター長、深澤副センター

長、二瓶運営委員

□法務部・研修部主催、松本支部
業務研修部協賛「家族信託」研
修会

１　と　　き　令和元年 11 月 13 日（水）

２　と こ ろ　松本市、松本市駅前会館

３　出 席 者　�松島副会長、栁澤法務部長、岡田
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研修部長、山田、木村各法務部

員、古谷研修部員、会員 47 名

４　内　　容　家族信託の実務

５　講　　師　�法務部　木村和彦部員（諏訪支部）

□一日合同行政相談所

１　と　　き　令和元年 11 月 13 日（水）

２　と こ ろ　長野市、長野市生涯学習センター

３　出 席 者　長崎、鈴木各長野支部会員

□群馬会会長秋山賢治先生	 	
黄綬褒章受章祝賀会

１　と　　き　令和元年 11 月 16 日（土）

２　と こ ろ　高崎市、エテルナ高崎

３　出 席 者　山本会長

□ADR手続実施者養成研修

１　と　　き　令和元年 11 月 18 日（月）

２　と こ ろ　松本市、松本市駅前会館

３　出 席 者　�和田センター長、深澤副センター

長、二瓶運営委員、会員 8名

４　研修内容　調停人養成（中級編）

５　講　　師　二瓶運営委員

□緊急士業連絡会運営委員会

１　と　　き　令和元年 11 月 19 日（火）

２　と こ ろ　長野市、弁護士会館

３　出 席 者　栁澤法務部長

４　内　　容

　（1）�被災者支援のためのワンストップ相談会体

制整備の件

　（2）その他

□在留資格に関する事務指導	 	
ワーキングセミナー

１　と　　き　令和元年 11 月 19 日（火）

２　と こ ろ　長野市、21 ルネサンス学院

３　出 席 者　宮本国際部員

□国際部研修会

１　と　　き　令和元年 11 月 20 日（水）

２　と こ ろ　長野市、会館

３　出 席 者　�赤羽副会長、春日部長、三浦副部

長、宮本部員、会員 23 名、山梨

会 3名

４　研修内容

　（1）帰化申請、国籍取得について

　（2）�就労系の在留資格について　申請に関する

注意点

５　講　　師

　（1）長野地方法務局戸籍課　神林義明　課長

　（2）�東京出入国在留管理局長野出張所　辻利光　

所長

□日行連関地協・東京会共催の	
入管業務研修会

１　と　　き　令和元年 11 月 26 日（火）

２　と こ ろ　東京都、砂防会館

３　出 席 者　�赤羽副会長、春日部長、三浦副部

長、会員 3名

４　科　　目

　（1）就労系在留資格の審査運用について

　（2）身分系在留資格の審査運用について

５　講　　師　東京出入国在留管理局担当者

□在留資格に関する事務指導	
ワーキングセミナー

１　と　　き　令和元年 11 月 27 日（水）

２　と こ ろ　�上田市、長野ビジネス外語カレッジ

３　出 席 者　春日国際部長

□農林建設部会

１　と　　き　令和元年 11 月 28 日（木）

２　と こ ろ　長野市、会館

３　出 席 者　�赤羽部長、奈良木副部長、藤森、

上島各部員
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４　会議事項

　（1）農林建設部会の事業について

　（2）その他

□長野県議会「改革・創造みらい」	
との情報交換会

１　と　　き　令和元年 11 月 28 日（木）

２　と こ ろ　長野市、ホテル国際 21

３　出 席 者　�山本会長・政連会長、宮下総務部

長、赤羽副会長、土屋、清水各政

連副会長、赤羽幹事長、佐藤、二

瓶各副幹事長、小島康晴、荒井武

志、髙島陽子、小林東一郎、続木

幹夫、花岡賢一、池田清、熊谷元

尋、望月義寿各県議会議員

４　内　　容　県政全般に係る情報交換

□ADR手続実施者養成研修

１　と　　き　令和元年 11 月 29 日（金）

２　と こ ろ　松本市、松本市駅前会館

３　出 席 者　�和田センター長、深澤副センター

長、二瓶運営委員、会員 8名

４　研修内容　調停人養成（中級編）

５　講　　師　和田センター長

□東京入管外国人を対象とした	
無料相談会

１　と　　き　令和元年 12 月 3 日（火）

２　と こ ろ　東京都、東京入管

３　出 席 者　三浦国際副部長

□台風第 19号に係る被災事業者
向け県の支援策説明会・個別相
談会

１　と　　き　令和元年 12 月 5 日（木）

２　と こ ろ　佐久市、長野県佐久合同庁舎

３　出 席 者　山田法務部員

□日行連関地協連絡会議

１　と　　き　令和元年 12 月 5 日（木）、6日（金）

２　と こ ろ　�神奈川県箱根町、湯本富士屋ホテ

ル

３　出 席 者　�山本会長、赤羽、清水、松島各副

会長、赤羽、大槻、栁澤各部長

□OSS開始直前実務者研修会

１　と　　き　令和元年 12 月 7 日（土）

２　と こ ろ　長野市、会館

３　出 席 者　�赤羽副会長、大槻部長、中塚副部

長、長崎部員、会員 40 名

４　内　　容

　（1）OSS 申請手順について

　（2）システムの説明

　（3）今後の対策について

　（4）その他

５　講　　師　�（株）ヘルムジャパン　桑原朋敬

様、丸山主男様

□中間監査

１　と　　き　令和元年 12 月 9 日（月）

２　と こ ろ　長野市、会館

３　出 席 者　�林、小林各監事、山本会長 ･政連

会長、宮下総務部長、赤羽政連幹

事長

４　監査執行状況

　　�平成 31 年 4 月 1 日から令和元年 11 月 30 日

までの業務推進状況及び、一般会計、斡旋物

特別会計の収入・支出状況について、並びに

長野県行政書士政治連盟の収入・支出状況に

ついて、関係帳簿、証拠書類、預金通帳等に

より監査が行われた。

　　�監査結果については、12 月 11 日開催の理事

会及び幹事会で監事から適正に処理されてい

る旨報告がなされた。
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□（一社）自動車販売協会連合会	
長野県支部との情報交換会

１　と　　き　令和元年 12 月 9 日（月）

２　と こ ろ　長野市、会館

３　出 席 者　�山本会長、大槻部長、中塚副部

長、長崎部員

４　自 販 連　�五明利雄専務理事、遠藤丈夫事務

局長、千村勇隆業務部長、小林徳

和業務課長

□法務部研修会	 	
（著作権相談員養成研修）

１　と　　き　令和元年 12 月 10 日（火）

２　と こ ろ　�（塩尻会場）塩尻市市民交流セン

ター、（長野会場）会館

３　出 席 者　�（塩尻会場）栁澤部長、木村部員、

会員 9名、（長野会場）古谷副部

長、山田部員、会員 7名

４　研修内容

　（1）行政書士ができる知的財産業務

　（2）著作権概論

　（3）質疑応答

　（4）効果測定

５　講　　師　松本支部　臼井清文会員

□正副会長会

１　と　　き　令和元年 12 月 11 日（水）

２　と こ ろ　長野市、会館

３　出 席 者　�山本会長、赤羽、松島各副会長、

宮下総務部長

４　会議 ･報告事項

　（1）理事会及び支部長会議の議題について

　（2）その他

□理事会及び支部長会

１　と　　き　令和元年 12 月 11 日（水）

２　と こ ろ　長野市、会館

３　出 席 者　�山本会長、赤羽、松島各副会長、

佐藤、渡邊、栁澤、関、上島、赤

羽、春日、深澤、岡田、一之瀬、

奈良木、宮下、古谷、髙田各理

事、大槻コスモス支部長、小口、

若林各支部長、林、小林各監事

４　会議事項

　（1）合議事項

　　①中間監査報告について

　　②台風 19 号災害対応について

　　③�（一社）コスモス成年後見サポートセン

ター長野県支部との会館使用契約について

　　④�令和 3年新年賀詞交歓会・令和 3年度定時

総会等日程（案）について

　（2）報告事項

　　①令和 2年新年賀詞交歓会について

　　②その他

□長野県行政書士会顧問・相談役
と役員との情報交換会

１　と　　き　令和元年 12 月 11 日（水）

２　と こ ろ　長野市、ホテル国際 21

３　出 席 者　�正副会長、理事、監事、大槻コス

モス支部長、小島康晴県議、竹内

波美男顧問

４　会議事項

　（1）行政書士会の現状に関する情報交換

　（2）その他

□長野県・長野県災害支援活動士業
連絡会・佐久市主催専門士業に
よるワンストップ無料相談会

１　と　　き　令和元年 12 月 12 日（木）

２　と こ ろ　佐久市、佐久市役所

３　出 席 者　�栁澤法務部長、依田、山田各佐久

支部会員
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□ADR手続実施者養成研修

１　と　　き　令和元年 12 月 12 日（木）

２　と こ ろ　長野市、会館

３　出 席 者　�和田センター長、深澤副センター

長、二瓶運営委員、会員 13 名

４　研修内容　�調停人養成（上級編）（応力向上

研修）

５　講　　師　和田センター長、山崎泰正弁護士

□広報監察部会

１　と　　き　令和元年 12 月 16 日（月）

２　と こ ろ　長野市、会館

３　出 席 者　�赤羽副会長、和田部長、一之瀬副

部長、土屋、五味、小西各部員

４　会議事項

　（1）会報 146 号の発行について

　（2）ホームページについて

　（3）行政書士記念日について

　（4）その他

□運輸交通部会

１　と　　き　令和元年 12 月 20 日（金）

２　と こ ろ　長野市、会館

３　出 席 者　�赤羽副会長、大槻部長、中塚副部

長、長崎部員

４　会議事項

　（1）�12 月 5 日実施の関地協のOSS 拡大のため

の取り組みについて（報告）

　（2）�12 月 9 日実施の自販連との協議内容につ

いて（報告）

　（3）�1 月 28 日、29 日全国OSS 対策会議に向け

て意見集約

　（4）�長野県会におけるOSS 対策・車庫証明確

保対策について協議

　（5）その他

□OSS開始対策会議

１　と　　き　令和元年 12 月 20 日（金）

２　と こ ろ　長野市、会館

３　出 席 者　�赤羽副会長、大槻部長、中塚副部

長、長崎部員、山田、窪田、今

井、宮島、八幡、宮本、廣瀬各支

部担当者

４　会議事項

　（1）�12 月 5 日実施の関地協のOSS 拡大のため

の取り組みについて（報告）

　（2）�12 月 9 日実施の自販連との協議内容につ

いて（報告）

　（3）�1 月 28 日、29 日全国OSS 対策会議に向け

て意見集約

　（4）�長野県会におけるOSS 対策・車庫証明確

保対策について協議

　（5）その他

□ADRセンター会議

１　と　　き　令和元年 12 月 23 日（月）

２　と こ ろ　長野市、会館

３　出 席 者　和田センター長、二瓶運営委員

４　会議事項

　（1）ポスターパンフレットの配布について

　（2）その他

□県資源循環対策課との打ち合わせ

１　と　　き　令和元年 12 月 25 日（水）

２　と こ ろ　長野市、県庁

３　出 席 者　清水環境生安部長

□総務部会

１　と　　き　令和 2年 1月 6日（月）

２　と こ ろ　長野市、会館

３　出 席 者　�山本会長、宮下部長、佐藤副部

長、関、深澤各部員

４　会議事項
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　（1）新年賀詞交歓会について

　（2）その他

□新潟会新年賀詞交歓会

１　と　　き　令和 2年 1月 10 日（金）

２　と こ ろ　新潟市、ホテル日航新潟

３　出 席 者　松島副会長

□千葉会新年賀詞交歓会

１　と　　き　令和 2年 1月 11 日（土）

２　と こ ろ　千葉市、三井ガーデンホテル千葉

３　出 席 者　赤羽副会長

□南県町新年祝賀会

１　と　　き　令和 2年 1月 11 日（土）

２　と こ ろ　長野市、ホテル国際 21

３　出 席 者　宮下総務部長

□埼玉会新年賀詞交歓会

１　と　　き　令和 2年 1月 14 日（火）

２　と こ ろ　�埼玉市、ロイヤルパインズホテル

浦和

３　出 席 者　赤羽副会長

□群馬会新年賀詞交歓会

１　と　　き　令和 2年 1月 15 日（水）

２　と こ ろ　高崎市、エテルナ高崎

３　出 席 者　赤羽副会長



─ 68 ─

上田支部で発行している業務取扱者名簿を更新いたしました
� 上田支部広報委員会

この度、上田支部業務取扱者名簿 *（以下名簿）を支部広報委員会内での編集担当者の引き
継ぎに伴いリニューアルを行いました。この度の名簿の更新において重視したポイントと反省
を紹介します。
まず、1つ目として適切なターゲットの想定に努めました。例えば、相続分野の名簿では相
続人の中で中心的な役割を果たすであろうシニア世代を想定読者としたり、国際入管分野の名
簿では外国籍をお持ちの方々や経営者の方々を想定読者としました。
そして、2つ目は従来の名簿よりも文字を入れるスペースを小さくしました。一般的なA4
サイズのチラシに比べ文章が占める面積が多かった点を改善しました。
3つ目のポイントとして名簿裏面における会員の登載順を五十音順から、地域別郵便番号順
に変更しました。市民の方が行政書士を探し易くなるよう対応いたしました。
以上の点において共通する考えは市民の方が名簿をより一層手に取りやすいように、そして
その手に取った名簿を活用することができるように努めようとしました。
このように作成した名簿ですが、実際に印刷し各窓口等に配布されたものを確認したとき
に、いくつか反省し改善しなければならない点が浮かび上がってきました。
紹介できるものを挙げると、各窓口等において周りに置かれた同サイズのチラシに比べ
キャッチコピーのフォントサイズが小さかった点があります。手に取ってからの読みやすさを
優先したつもりではありましたが、手にとってもらうために必要なインパクトが十分でなかっ
たと反省しました。
次年度の名簿は反省等を活かしより良い名簿を作れるよう努めてまいります。

支部だより

業務取扱者名簿 *
表面に業務内容の説明、裏面に登載
を希望した
支部会員有志の連絡先等を記載した
広報紙。
相続・農地・食品・建設業・開発行
為・リサイクル・自動車・入管の 8 業
務について 7 種類を年 1回発行。（建
設業及び開発行為はまとめて1種）
10月の広報月間の官公庁への挨拶ま
わりにおいて支部管内の各窓口など
へ配布すると共に無料相談会などに
おいて来場された市民の方に配布。

リニューアルした名簿 従来の名簿
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あけましておめでとうございます。私は昨年 10 月に政治連盟会長に就任をいたしました。
本会会長と兼任となりましたがワンチームで行政書士制度発展のため努めてまいりますのでよ
ろしくお願いいたします。

さて、昨年の政治連盟の活動を振り返りますと、春の全国統一地方選挙に始まり、夏の参議
院選挙等と数多くの選挙が行われた一年でありました。当政治連盟が推薦した候補者が当選を
果たされた一方、残念ながら健闘されたものの当選されなかった候補者もおられました。当政
治連盟としては、活動状況等を精査し、今後の選挙応援体制の糧としたいと思います。
また、平成から令和へと時代は変わり我々行政書士の業務も時代の変化に対応した内容とす
るため、昨年 11 月の臨時国会において行政書士法の一部が改正されました。12 月 4 日に公布
され令和 3年 6月 4日の施行となりますが、その改正項目は以下の 3点です。
一つ目は第 1条の目的に「国民の権利利益の実現に資すること」の文言が明記され、2つ目
は行政書士法人が社員 1人で設立することができることとなり、3つ目は行政書士会による注
意勧告に関する規定が新設されました。
今回の法改正につきまして、地元長野県選出の国会議員の先生方には大変なご尽力を賜りま
したことに心より感謝を申し上げます。
また、昨年の 12 月 13 日には長野県議会において、本会が請願として提出させて頂きました

「県の機関における行政書士法の理解と窓口業務の適正化を求める請願」を全会一致で議決、
採択されました。この請願につきましては、本会顧問の小島県議には各会派に強力に働きかけ
を戴き、4会派の代表議員の皆さま連名で署名を賜り採択に至りました。小島県議には大変お
世話になり、厚く御礼申し上げる次第です。
愈々来年の 2月には行政書士法制定 70 周年を迎えます。本年も行政書士の社会的・経済的
地位の向上を期すため、本会とともに行政書士制度維持・発展のため政連としての必要な政治
活動を行ってまいります。
結びに会員のみなさまのご理解、ご協力をお願いを申し上げ、あわせて本年も最良の一年と
なりますことをご祈念いたしまして、私のご挨拶といたします。

長野県行政書士政治連盟のページ

新年のご挨拶

長野県行政書士政治連盟
　　

会長　山本　準一
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謹んで新年のご挨拶を申し上げます。
三年前、長野県行政書士政治連盟副会長として、政治連盟に参画し、行政書士にとって政治
と関わることの大切さを実感致しました。
昨年は、思わぬ組織変更があり、政治連盟の幹事長の役を仰せつかることとなり殊更政治と
の連携の重要さを感ずることとなりました。
具体的には、衆参国会議員、長野県議会議員、そして又、地域振興局、市町村、社会福祉協
議会との緊密かつ積極的な連携の必要性を感じた故であります。
一つには、昨年度、国会に於いて従前より積極的に活動して来た行政書士会及びその政治連
盟の動きが行政書士法の一部を改正する法律案が可決される結果を生み出したと思います。そ
れは行政書士法第一条の「行政手続に関する手続の円滑な実施に寄与し、あわせて」の文言が
「寄与するとともに国民の利便に資し、もって国民の権利利益の実現

4 4 4 4 4 4 4

」に改正されました。
又、二つには社員が一人の行政書士法人の設立を可能とする措置を講ずるという所謂一人法

4 4 4

人
4

設立を可能とすることとなりました。
三つには、行政書士会による会員に対する注意勧告

4 4 4 4

に関する規定が成立した。
尚、長野県に対する予算、施策に対する要望事項を、先ず令和元年 11 月 6 日に自由民主党
県議団の萩原清、丸山栄一、大畑俊隆、竹花美幸、大井岳夫議員に御説明しました。
一つは災害時における行政書士の活用についてであります。要望内容は、「罹災証明書申請
受付業務支援及び罹災証明書発行支援、行政事務全般の支援、身近な問題の無料相談、自動車
の廃車手続など、災害時に各市町村と連携し被災者に対する支援活動が行えるよう、行政書士
を活用して戴きたい」であります。
二つには、行政書士業務に関連する各種研修会・セミナー等について、行政書士会会員を講
師として積極的に活用して戴きたい。
三つには、県の機関における行政書士法のご理解と窓口業務の適正化についてであります。
県においては、「行政書士または行政書士法人でない者は、他人の依頼を受け報酬を得て、官
公署に提出する書類を作成することが出来ない」とする行政書士法第十九条第一項及び行政書
士制度の趣旨をご理解戴き、不当な書類作成・提出行為がなされないよう行政書士法の趣旨の
周知徹底と窓口指導をされるよう求めると共に、県民の権利を擁護するため、各種申請・届出

政治連盟考

長野県行政書士政治連盟
　　

幹事長　赤羽　公彦

長野県行政書士政治連盟のページ
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等に関し、公正で透明性のある行政サービスが行なわれるよう行政手続法及び行政手続条例の
遵守の徹底を関係機関に指導をお願いしたい。
以上三点に関し本会会員小島康晴県議が、それぞれの各県議団に対し御協力を求める動きを
して戴きましたことに深く感謝します。
この三点の請願は 12 月 13 日に可決されました。
以上行政書士法の多くが議員立法によるを大とすることから政治連盟の積極的、継続的な動
きが求められる。
9月 6 日に衆議院第一会館で日行連会長　常住豊氏を筆頭に、各単位会長、幹事長と国会議
員の皆様との間で要望事項が出されました。今回で二回目の会議が開催され、「行政書士でな
い者は、行政書士にかかる業務は出来ない」について議論がなされました。そこで、行政書士
会の先生の御一人から総務省令での対応は出来ないかと、この御意見については検討する余地
はありやなしや、検討する必要性があるかと考える。
又、11 月 19 日、11 月 20 日全国青色申告会連合会総会の際の衆参議員、宮下一郎、後藤茂
之、務台俊介各議員には、「行政書士でない者は、他人の依頼を受け報酬を得て官公署に提出
する書類を作成することが出来ない」とする県行政書士会広報監察部のチラシを御渡し理解を
求めました。
そして、機会を捉え 12 月 3 日には、衆参議院会館に出向き 12 名の議員の皆様方に、御本人
がおられぬ場合は、秘書を通じてチラシをの御説明をしながら各議員に御話しをしておいて戴
くよう御願いさせて戴きました。
その際、総務大臣　高市早苗氏の秘書の方に前述のチラシの御説明をし、大臣に御伝え戴く
よう要請致しました。
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会 員 の 動 き
※個人情報保護のため掲載事項を省略いたしました。

─入会者─
個人会員

所属支部 入会登録
年 月 日 氏　　名 事務所

（市町村名のみ） 所属支部 入会登録
年 月 日 氏　　名 事務所

（市町村名のみ）

松本支部 元. 10. 15 山本　博史 松本市 松本支部 元. 11. 15 山田　亮平 塩尻市

松本支部 元. 12.   1 召田　正悟 松本市 長野支部 元. 12.   1 宇賀田伸彦 長野市

長野支部 元. 12. 15 湯淺　草子 長野市

─退会者─
所属支部 氏　　名 退　会

年月日 所属支部 氏　　名 退　会
年月日 所属支部 氏　　名 退　会

年月日

松本支部 宮下　崇志 元. 10. 2 長野支部 小林　一郎 元. 10. 7 飯田支部 宮下　　優 元. 10.19

諏訪支部 山之内和子 元. 11.23 松本支部 角　　京子 元. 12. 6 諏訪支部 松本　和敏 元. 12.20

北信支部 湯本　良知 元. 12.31

ご　逝　去
謹んで、ご冥福をお祈りいたします。

菅　沼　清　治　殿（飯田）

令和元年 10 月

保　苅　英　夫　殿（松本）

令和元年 11 月

編　集　後　記
松本日光放光寺は、松本市蟻ケ崎にある曹洞宗の寺院で山号は日光山。ご本尊は十一面観音菩薩とい

う県宝指定の秘仏です。普段はとても閑静なお寺ですが、毎年、成人の日に続く休日に執行される「厄
除け観音大縁日」となればあたりの様相は様変わりし、御祈祷に来られた人の波はまさに圧巻です。本
寺のご住職とは高校時代からの友人でもあり、特別なことがない限り御祈祷の受付のお手伝いをさせて
いただいています。8 畳ほどの受付所には、御祈祷受付係が 2 名、参拝者の希望される「願い事」のス
タンプを祈祷札に押す係が 2 名、祈祷札に御芳名を墨書する係が 4 名。さらに机や道具類を置けば、簡
単に身動きできない状態となります。

受付（料金授受の他、ご芳名、ご住所、ご祈願の種類の確認その他諸々）→願い事の押印→
ご芳名の墨書→住職による御祈願（ご芳名をお一人毎に読み上げ）→参拝者へ御祈祷札のご返却。こ

の流れは、完全なる人力作業によるもので、あうんの呼吸が必要となります。この間、使用する近代的
文房具は電卓以外にありません。各係りによる流れを見る目が大事です。

これから先、世の中は AI 化や次世代情報通信等の技術がますます発展していくのでしょうが、いつ
の世になっても、「良き一年であること」「厄除けを願う人間の心」は、きっと変わることはないでしょ
う。放光寺の毎年の盛況ぶりを見るたびに感じます。

� （広報監察部　一之瀬）
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広 報 監 察 部

広報監察部では、長野県行政書士会会員からの投稿を下記の要領により受付いたします。

１．原稿等について
（１）表紙用の写真、絵画、書など

作品及び作品の簡単な説明（１００字程度）
（２）行政書士業務に関する研究論文、資料あるいは実務事例報告など

字数２，０００字程度
（３）その他

自由投稿
２．上記投稿は、自作で著作権法等に抵触しないものに限ります。（肖像権等ご注意下さい。）
３．本会及び他者（個人・団体を問わず）の誹謗・中傷、あるいは不穏当な語句を含む原稿
は掲載できません。
４．原稿などの送付方法について
（１）原稿は、メールあるいはメールに文書ファイル、画像ファイル等を添付してお送りく
ださい。

（２）ＦＡＸ及び手書きによる原稿は出来るだけご遠慮下さい。
（３）投稿の際は、件名に「広報誌投稿」と記載し事務局宛にお送り下さい。
（４）投稿後の原稿の訂正は必ず書面（メール含む）で行ってください。
５．原稿等は随時募集しておりますが、広報誌は年４回の発行となっておりますので投稿者
の掲載したい時期に掲載できない場合もございますので、ご了承下さい。
６．投稿原稿の採否は広報監察部会で決定いたします。採否の理由については一切お答えで
きません。また、原稿は採否に関わらず返却いたしません。
７．編集の都合により大幅な加筆、修正、削除等が必要な場合は広報監察部から投稿者に対
して連絡いたします。その求めに応じていただけない場合は掲載できませんのでご了承下
さい。
８．投稿を掲載したことにより発生したトラブルに関して、県行政書士会及び広報監察部は
一切責任を負いません。
９．掲載記事に関する質問・意見については一切お答えできません。

Eメール：gn―nagano＠msa．biglobe．ne．jp
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